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第1章 序論 

1.1. 研究背景 

情報社会(Society 4.0)から、Society 5.0 への移行が標榜される中、仮想空間と現実空間の

融合システムにおいても、情報の役割は今まで以上に大切なものとなることが予想される

[9]。現在、日常生活では、インターネットショッピング、クレジットカードや QR コード

などでの支払い・決済、地図・ナビゲーションの利用、情報検索・ニュース閲覧による情

報収集、また、動画や音楽配信等による動画、音楽、ゲームといったエンターテイメント、

SNS(Social networking service)を使ったコミュニケーションが一般的になっている[10]。また、

企業では、ファイル保管・データ共有、情報共有など、クラウドサービスの活用も盛んに

なった[11]。さらに、2019年 12月に確認され世界的なパンデミックとなり、今も流行が続

いている新型コロナ感染症(COVID-19)の感染を避けるため、テレワークの導入やオンライ

ン教育の実施、オンライン診療の規制緩和が行われた。また、行政などにより毎日、ウイ

ルス感染者数、検査実施件数、ビックデータを用いた人流データなどが発信され、さらに、

接触確認アプリが開発・利用された。イベントのオンライン開催の実現も模索され、音楽

やスポーツのオンライン配信、仮想現実(Virtual reality : VR)による観光などが行われた[12], 

[13]。 

上記のような情報化社会は、情報通信技術(Information and communication technology : ICT)

の進歩により実現している。通信による情報の「伝達」と「分配」の機能に、コンピュー

タによる情報の「蓄積」と「処理」という機能が加わった高度な ICT である。近年のコン

ピュータの処理能力の向上には目を見張るものがあり、更なる高速伝送の要求につながっ

ている[14]。2020年 3月末、我が国の光ファイバ整備率(世帯カバー率)は 99.1%に達してお

り[15]、現在の我が国の ICT は光ファイバ通信によって支えられていると言える。その一

方で、過疎地域や離島などの地理的にファイバ敷設が困難な地域ではその整備が遅れてい

る。 

光ファイバ通信の有線通信に対し、ワイヤレス通信はその名の通りケーブルの敷設の必

要がなく、3 次元の空間を自由に通信でき、移動性・可搬性があるという特長があり[16], 

[17]、近年、世界的に技術が高度化・利用が活発化している。また、地上と宇宙空間の人

工衛星との通信はワイヤレス通信に頼らざるをえない。衛星通信における技術の高度化と

しては、通信衛星のデジタル化が進んでいること、利用の活発化の例としては、衛星コン
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ステレーションのための多数の小型衛星の打ち上げが挙げられる[18]–[20]。地上のワイヤ

レス通信では、2020 年に第 5 世代移動通信システム(5th generation mobile communication 

system : 5G)が導入され、Beyond 5G／第 6 世代移動通信システム(6th generation mobile 

communication system : 6G)に向けた IOWN (Innovative optical and wireless network)[21]–[23]に

代表される研究開発が活発化している[24]–[26]。将来的には、衛星、航空機、無人航空機

(Unmanned aerial vehicle : UAV)、船舶などの非地上系端末と、光地上局、列車等の地上系端

末の様々な種類の端末要素が、図 1-1 に示すように 3 次元に接続されるネットワークの実

現につながると考えられる[27]–[29]。特に、ワイヤレス通信が関わる非地上系ネットワー

ク(Non-terrestrial networks : NTN)は、国際電気通信連合(International telecommunication union : 

ITU)の Beyond 5G将来技術トレンド調査における重要な位置づけとなっている[30]。 

 

前述の Beyond 5G／6Gの通信システムに関する研究においては、いくつかの課題があ

る。地上系の 5Gの eMBB(enhanced mobile broadband)を達成するため、従来の 6 GHz以上

の高い周波数帯である 28 GHz帯などの Ka帯やミリ波帯の周波数割当が行われ、テラヘル

ツ帯においては合計 137 GHzの新たな周波数特定がなされている。今後、電波の周波数や

帯域の確保が難しく、周波数逼迫が課題となるであろう。また、Beyond 5G／6Gにおいて

は、移動体端末との通信であっても 10～100 Gbps級の通信速度が求められている[30]。そ

こで、多くの衛星通信が利用している電波通信の数 100 Mbpsの限界[31]を超えるための解

決手法が求められる。 

図 1-1次世代通信ネットワーク 

 

 

衛星

航空機 UAV

列車 船舶

光地上局
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伝送容量の向上に関し、空間光通信は、電波と比べ波長が短いレーザ光を用いるため、

指向性の鋭いビームが射出でき、光の広帯域性も利用することで、大容量の回線が提供で

きる。電波通信では、干渉を避けるため規制機関に周波数帯の使用許可が必要であるが、

現在のところ光の周波数帯は国際的な周波数調整の制約がない。さらに、空間光通信は、

アンテナ径を小さくできるため、通信装置の小型・軽量化、低消費電力を可能とする、ま

た、指向性の鋭いビームの射出により秘匿性が高い、と期待され注目されている[32]–

[36]。 

しかしながら、現状では、空間光通信には実用化に向けたいくつかの課題がある。光の

空間伝搬により受ける影響が引き起こす空間光通信における通信品質の低下は未だ解決さ

れていない。すなわち、空間光通信において送信された光信号が受信器に到達するまでに

受ける影響の低減を図り、実用化に向けて通信品質を高めることは非常に重要な課題であ

る。 

通信品質の低下は、信号対雑音比(Signal-to-noise ratio : SN比)の低下、SN比の変動により

引き起こされる。また、SN比の低下と SN比の変動は、ビット誤り率(Bit error rate : BER)の

増加を招き、SN比の大幅な低下と SN比の大幅な変動により、通信が不能となることがあ

る。 

SN比の低下を招く要因として、伝搬に伴い拡がった光波を有限の大きさのアンテナで受

信するために生じる空間伝搬損、大気の組成分子による吸収、信号を検出する際に太陽光

が入射するために生じる背景雑音、ショット雑音、熱雑音である受信器内の雑音が挙げら

れる。SN比の変動は、温度と気圧の不均一性よって引き起こされる大気ゆらぎによる強度

変動、移動体における風や光地上局における地震、建物の揺れなど様々な要因により引き

起こされる指向誤差、また、天候が引き起こす散乱により生じる。それぞれの影響を低減

するため、様々な手法が提案されている[37]が、①大気ゆらぎ、②空間伝搬損、③指向誤

差は、検討が加えられているものの確実な低減にはつながっていない。 

大気ゆらぎの中を伝搬した光には、受光面で強度の変動が生じる[38]。この受光面にお

ける強度変動を抑制するため、光の波面を補正する方法と複数の光の重ね合わせによる複

数ビームの伝送を利用する方法がある[32]。アメリカのジェット推進研究所(Jet propulsion 

laboratory : JPL)、ドイツ航空宇宙センター(Deutsches zentrum für luft- und raumfahrt : DLR)、

欧州宇宙機関(European space agency : ESA)、情報通信研究機構(National institute of 

information and communications technology : NICT)が、それぞれ保有する光地上局と低軌道衛
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星である光衛星間通信実験衛星(Optical inter-orbit communications engineering test satellite : 

OICETS)よる通信実験を行った。同じ衛星を相手に異なる環境に置かれた複数の地上局で、

それぞれ時間的な受光強度ゆらぎの正規化分散であるシンチレーションインデックスが取

得された[39]。 

空間伝搬損の観点からの検討としては、Mushtaqらによって、受信器と送信器の距離が 5 

kmの空間光通信において、受信器開口の直径が 15 cmと大きく、発散角が 0.025 mrad以下

と小さい場合、数値計算により、送信器開口の直径は 5 cm以下が適当であるという結果が

得られている[40]。この損失を補償するために、Heng らは、受信アンテナの開口や送信電

力を大きくするのではなく、ビーム拡がり角を制御する方法を検討している[41]。 

指向誤差による影響としては、地上の建物に設置した光通信装置により計測されたビー

ムの中心の移動は、建物への日照等による建物の揺れに起因し、最大 0.3 mrad に達し、24

時間ごとに周期的なパターンを示すことが報告されている[42]。この指向誤差による影響

は、短距離の通信では広いビーム拡がり角を持つレーザ光を使用、また、長距離通信では

自動追尾システムを適応することによる低減手法が紹介されている[37]。 

特に、昨今の空間光通信の利用範囲の拡大に伴い、従来の通信相手との距離に対して距

離の変化の割合が小さい、あるいは、距離が無限に遠いと見なせる通信だけではなく、距

離の変化の割合が大きい空間光通信についての検討が要求されている。この場合、通信相

手との距離変化により引き起こされる④レーザの進行方向に対する受信光の焦点位置の変

動に伴う SN比の変動という、本研究で新たに見出した課題が生じる。 

本研究では、空間光通信の送信機能、受信機能、指向誤差に着目し、通信品質の向上を

目指す。空間光通信の主要課題の 1つである大気ゆらぎに加え、宇宙での通信や UAVとの

通信などのあらゆるワイヤレス通信が被る空間伝搬損、また、新たな検討課題である距離

変化により引き起こされる受信光の焦点の変動に伴う SN 比の変動、さらに、避けられな

い機体の振動に伴う SN 比の低減に着目し、それぞれの課題に対して、提案・検討を行う。 

それぞれの提案・検討について、具体的に述べる。まず、大気ゆらぎの影響と空間伝搬

損を低減するための送信機能について検討を加える。図 1-2 に示すように、ビームが大気

中を伝搬するために生じる大気ゆらぎによる影響とビームが広がって伝搬するために生じ

る空間伝搬損は、本論文で着目している衛星-光地上局間空間光通信と UAV-光地上局間空

間光通信の両方に影響を与えるが、衛星-光地上局間空間光通信を事例に挙げ検討を行う。

大気ゆらぎの影響を低減するために検討されている光の波面を補正する手法は、受信波面
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を基準にして送信の波面を補正するため、通信相手の移動前後の位置を見込む角度である

光行差補正角が大気の波面歪みが同等と見なせる角度である等波面離角よりも大きくなる

と、送信する波面の補正が効かなくなる[43], [44]。その場合、新たに波面補正の基準とな

るビーコンやガイドスターのようなものが移動体の前方に必要となる。もう一つの複数ビ

ームの伝送手法は、位置変化が生じても大気ゆらぎの影響の低減が可能で、この手法のキ

ーとなる従来の複数ビーム生成素子は反射率分布を持たせたミラーとビームスプリッタで

構成された光学系を送信機能に設置したり[45]、ビームの数と同じ数のレーザと望遠鏡で

設置し同一方向にビームが射出されるようにしている[46]。前者は既存の光地上局に挿入

可能だが反射系のため光軸のずれが生じ、両者とも出力ビーム数の制御が容易にできず大

気ゆらぎの影響に応じた柔軟な影響の低減を図ることが困難である。また、従来の送信レ

ーザのビーム拡がり角は固定されており、自局と通信相手のそれぞれの追尾誤差、収差補

正誤差、光軸誤差、距離の変化、通信相手との相対速度に依存する指向誤差に対応してお

図 1-2 検討対象とした大気ゆらぎによる強度変動と 

空間伝搬損の影響を受ける空間光通信 

 

 

• 大気ゆらぎによる強度変動

• 空間伝搬損

3章 複数ビーム生成素子を適応した送信機能

UAV-光地上局間
空間光通信

衛星-光地上局間
空間光通信

事例
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らず、通信相手に対して十分に大きなビーム照射領域のレーザ光を送信することから、空

間伝搬損が生じていた。そこで、この空間伝搬損を低減するため、指向誤差、距離、速度

の変化に応じて、適切なレーザ光の拡がり角を制御するデバイスとして、ビームごとにレ

ンズ系の位置を変える方法と、液晶を挿入し液晶の屈折率を変える方法が考えられる。し

かし、前者は機械的な駆動装置を用い、後者は屈折率の変化を精密に制御する必要がある。

そこで、大気ゆらぎの影響と空間伝搬損の低減を図るデバイスの実装に関するこれらの課

題を解決するため、光情報処理の分野で複製像の生成に用いられてきた 2 つのアレイレン

ズと 2 つのレンズで構成されるデュプリケート光学系[47], [48]を複数ビーム生成素子とし

て送信機能へ適応することを提案する。生成ビーム数や出力ビームの強度分布を光学的に

制御でき、小型・軽量で、同軸配置のため既存の光学系に容易に挿入できるなど優れた特

長を持っている[49], [50]。 

次に、図 1-3 に示すように、UAV-光地上局間空間光通信におけるレーザの進行方向に対

する受信光の焦点の変動を低減するための送信機能について検討を加える。UAV は特にリ

モートセンシングの分野で目覚ましい進歩を遂げており、中でも小型 UAVが幅広く適応さ

れており[51]、UAV に搭載される画像センサの高解像度化に伴い、空間光通信の適応が検

討されている[52]。また、小型 UAV との空間光通信において、光アンテナで受光した光を

• レーザ光の進行方向に対する焦点位置の変動

4章 受信光の焦点制御を適応した受信機能

• 指向誤差

5章 指向誤差を考慮した通信品質の推定

UAV-光地上局間
空間光通信

図 1-3 検討対象としたレーザ光の進行方向に対する焦点の変動位置と 

指向誤差の影響を受ける空間光通信 
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直接光ファイバに結合、あるいは、光の検出領域が小さい受光素子を用いる場合を想定す

る。先に述べたように、小型 UAVとの通信を含む短距離の空間光通信では、機体の振動に

起因する影響の低減を図るため、ビーム拡がり角の広いレーザ光を用いる。そのため、距

離変化に伴い、光ファイバに結合したり、受光素子に集光するためのレンズの焦点位置が

レーザ光の進行方向に変動する。この焦点の変動に伴い、光ファイバや受光素子に入射す

る信号光が減少し、SN比が低減する。これまで平行光を照射するか、あるいは、距離に対

して距離変化の小さい空間光通信を仮定しており、焦点位置の変動を考慮する必要がなか

った。本研究で見出された新たな課題である。そこで、小型UAV-光地上局間光通信の距離

変化に伴う信号光の減少を低減し、通信品質向上を図るため、受信機能への受信レーザ光

の焦点位置の制御機能の適応を提案する。 

さらに、図 1-3に示す UAV-光地上局間空間光通信において、UAVに送受信のアンテナ軸

を高精度で一致させる捕捉追尾システムの搭載が難しいため、指向誤差に着目し、指向誤

差を考慮したBERの推定を行う。空中のUAVの機体は風による擾乱の影響を受けやすい。

そのため、UAVの機体にランダムな振動が発生し、UAVの不安定な挙動の変化につながる

[53]。小型 UAV との空間光通信において、指向性の高いレーザ光を用いて、ランダムな揺

れが生じる不安定な小型 UAVに対し高品質な通信を構築するには、小型 UAV から通信相

手に向け送信器がレーザ光を送信した方向と実際の通信相手の方向との角度の誤差である

指向誤差を補正する機能の適応が求められる。この指向誤差を補正するシステムには様々

な種類があり、それらの中から適切なステムを選択するためには、指向精度の要求値を明

らかにする必要がある。そこで、小型UAV-光地上局間光通信における通信品質向上を図る

ことを目的に、指向誤差を考慮した通信品質の推定を行う。 

以上を組み合わせることにより、空間光通信の通信品質の向上が実現できると考える。 

本論文は、空間光通信の実用化の促進のため、通信品質の向上を目指し、送信機能、受

信機能、指向誤差に着目し、デバイスの実装、通信相手との距離変化、機体の不安定性へ

の課題の解決を図る提案についての一連の研究成果を取りまとめたものである。 
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1.2. 研究目的 

本研究は、将来の大容量伝送のための技術候補である空間光通信において、通信品質を

高め、空間光通信の実用化に貢献することを目指す。空間光通信の送信機能、受信機能、

指向誤差に着目し、通信の品質向上の実現を目的とするものである。空間光通信において、

大気ゆらぎの影響と空間伝搬損を低減するデバイスの実装、小型 UAVとの通信における移

動に伴う信号光の減少、また、小型 UAVの機体の揺れが招く通信品質の低下が課題となっ

ている。そこで、これらの課題の解決を図り、高品質な通信の実現を目指す。 

それぞれの課題に対する研究目的について簡潔に述べる。 

1 つ目の目的は、デュプリケート光学系を適応した送信機能の提案と実証である。空間

光通信の通信の品質向上を目的とした、大気ゆらぎの影響を受けた SN 比の変動を低減す

るための複数ビーム伝送法、さらに、伝搬に伴って拡がる光波を有限の大きさのアンテナ

で受信する空間伝搬損を低減するためのビーム拡がり角の制御法におけるデバイスの実装

の課題解決を目指し、送信機能に複数ビーム生成素子であるデュプリケート光学系を組み

込むことを提案する。また、この複数ビーム生成素子を適応した送信機能による、通信品

質の向上を明らかにする。 

2 つ目の目的は、受信光の焦点制御を適応した受信機能の提案と実証である。小型 UAV

と地上間の空間光通信における、距離変化に伴う受信光の焦点位置の変動により SN 比の

変動が生じる。SN比の変動抑制のために提案した受信機能への焦点制御の適応による、高

品質な空間光通信の実現の可能性を実証する。 

3 つ目の目的は、指向誤差を考慮した通信品質の推定である。機体にランダムな揺れが

生じる不安定な小型 UAVと地上局間の空間光通信に着目した。通信品質の向上を図るため、

レーザ光の伝搬方向と通信相手の方向との角度差である指向誤差を補正する様々なシステ

ムの中から適切な補正システムを選択することを目指し、指向誤差を考慮した通信品質の

推定を行う。通信品質の推定により、要求される通信品質に対する指向精度の要求値を明

らかにする。 

以上、3つを本研究の具体的な研究目的とする。 
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1.3. 本論文の構成 

第 1 章では、本研究の背景と目的を述べ、本論文の構成を示した。将来の大容量データ

伝送を担う技術として空間光通信の必要性を論じる。空間光通信の実用化のために、通信

品質向上の実現を目指し、デバイスの実装、移動体と光地上局の距離変化が大きい場合の

通信品質の低下、また、通信品質の低下を招く小型 UAVの機体の振動の課題を示し、送信

機能、受信機能、指向誤差に着目した提案をした。 

第 2 章では、光の空間の伝搬による影響を挙げ、空間光通信の通信品質の向上のために

考慮するべき検討項目を整理する。その中でも大気ゆらぎによる強度変動の影響を取り上

げ、その低減技術について述べ、本研究で目的とする空間光通信の通信の品質向上を目指

す。 

第 3 章では、空間光通信の通信品質を向上するため、大気ゆらぎの影響と空間伝搬損失

の低減を目指し、光情報処理の分野で複製像の生成に用いられているデュプリケート光学

系を生成ビーム数や出力ビームの強度分布が制御可能な複数ビーム生成素子として着目し、

送信機能への適応を提案した。数値計算により、従来素子では不可能であった大気ゆらぎ

の影響に応じたデュプリケート光学系の生成ビーム数の制御を明らかにした。また、実験

により、デュプリケート光学系の生成した複数ビームにより受信器での強度変動が小さく

なることを確認し、デュプリケート光学系による大気ゆらぎの影響低減を初めて実証した。

さらに、数値計算を用い、デュプリケート光学系による光地上局と移動体の距離、指向誤

差、速度の変化に応じたビーム拡がり角の制御の可能性を示した。以上の結果から、デュ

プリケート光学系により通信品質の向上が可能であることを明らかにした。 

第 4 章では、用途が拡大している小型 UAV と地上との空間光通信において、小型 UAV

と地上間の距離に対して小型 UAVの移動に伴う距離変化が大きいことに着目した。数値計

算を用いて、小型UAV-光地上局間空間光通信の距離変化に応じてレーザ光の進行方向に対

する受信光の焦点位置の変動が生じ、SN比が低減することを初めて明らかにした。そこで、

受信光の焦点位置の変動を低減し、通信品質を向上するため、受信機能への受信光の焦点

制御の適応を提案し、実験により、実環境における受信ビームの焦点制御の可能性を実証

した。以上のことから、小型UAV-光地上局間空間光通信における通信品質の向上の可能性

を示した。 

第 5章では、小型 UAV-地上局間空間光通信における小型 UAVの機体に生じるランダム
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な揺れによる指向誤差が招く通信品質の低下に着目した。小型UAV-地上局間空間光通信の

通信品質向上のため、大気のゆらぎの影響を考慮し、通信品質を評価する指標の 1 つであ

る BER の推定を行った。通信相手の方向の角度誤差である指向誤差に対する BER の依存

性を評価し、要求される通信品質に求められる具体的な指向精度の要求値を求めた。示さ

れた指向精度の要求値により、小型 UAVの機体の不安定性に適した指向誤差の補正システ

ムの選択が可能となり、小型UAV-光地上局間光通信における通信品質の向上を達成できる。 

第 6章では、本研究を総括し、結論及び今後の展望を述べた。 

本論文の構成を図 1-4に示す。 
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図 1-4 本論文の構成 

第1章 序論
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第2章 空間光通信と光の空間における伝搬 

2.1. 衛星-光地上局空間光通信と Unmanned aerial vehicle (UAV)-光地上局間空

間通信との比較 

本章では、光の空間伝搬により空間光通信システムが受ける影響について検討を加える。

本論文の検討対象である衛星-光地上局間空間光通信と UAV-光地上局間空間光通信は、両

方共にこれらの影響を受けるが、衛星-光地上局間空間光通信を事例に挙げ検討を加えてい

く。 

ここで表 2-1に示すように、本章で着目する衛星-光地上局間空間通信を、UAV-光地上局

空間光通信と比較し、整理する[34], [35], [51], [54]–[58]。衛星-光地上局間空間通信は、

UAV-光地上局空間光通信に比べ長距離の通信である。また、衛星の高度は UAV に比べ高

い。さらに、最大の角速度に着目すると、UAVは衛星に比べ早いことから、UAV-光地上局

空間光通信は早い移動に対する対応が必要となる。また、UAV-光地上局空間光通信は、短

距離の通信であり、高速移動と機体揺れへの対応に加え、UAV の重量制限により UAV へ

の捕捉追尾システムの搭載が難しいことから、捕捉追尾を容易にするため、拡がり角の大

きなビームを用いて通信を行う。 

 

 

表 2-1 衛星-光地上局空間光通信と UAV-光地上局間空間通信の比較 
衛星-光地上局間空間光通信

(低軌道衛星)

UAV-光地上局間空間光通信
(小型UAV；最大離陸重量(MTOW)

5 kg以上30 kg未満[51])

距離 1,000～2,000km[34] <10 km[54]

移動体の高度 400～1,000 km[34] <300 m[54]

移動体の速度 7.6 km/s (OICETS軌道高度610 km) <50 m/s (MTOW<10 kg)[55]
<130 m/s (MTOW : 10～25 kg) [55]

移動体の角速度
高度610 kmの場合

12.5 mrad/s

高度150 mの場合
<334.9 mrad/s (MTOW<10 kg)
<896.4 mrad/s (MTOW : 10～25 kg)

波長 0.8 μm, 1.06 μm, 1.55 μm[56] 0.976 μm[57], 1.55 μm

捕捉追尾システム 両方に搭載が必要[35] UAVへの搭載が困難[57]
(UAVの重量制限により)

ビーム拡がり角 小さい(1 mrad～数 μrad) [35],[58] 大きい(例：20 mrad[57])
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2.2. 空間光通信システムが光の空間の伝搬により受ける影響 

2.2.1. 大気ゆらぎ 

大気ゆらぎは、大気の屈折率が空間的・時間的に不規則に変動する現象である。地球表

面における太陽の加熱と、それにより生じる近接空気への熱伝達により、温度分布、つま

り屈折率分布が生じる。これが風の流れや対流により細かく砕かれ、屈折率が一定で、異

なるもの同士の屈折率差が 10-6程度のかたまりに分かれる。非常に多くのかたまりが時間

的・空間的に不規則に動き大気ゆらぎを引き起こす。かたまりの直径𝑟0は大気のコヒーレ

ンス長あるいは Friedパラメータと呼ばれ、1～2 mmから数 10 cmである。また、大気ゆら

ぎの少ない場合、𝑟0はおよそ 10 cm、状態の持続時間はおよそ 1～10-3 秒となる[59], [60]。

また、大気ゆらぎの度合いは、温度、高度、風速に依存し、通常、温度が高い日中に最も

大きくなる[61]。 

 

2.2.1.1.ビームワンダ 

大気ゆらぎの生じた大気中を伝搬する光に観測される現象の一つに、伝搬方向の変動が

挙げられ、この現象はビームワンダと呼ばれる。図 2-1 (a)に示すように、大気ゆらぎによ

る屈折率の異なる複数のかたまりがレンズのように働き、破線で示す本来の光の伝搬方向

から、実際の伝搬方向がランダムに変動するものである[61], [62]。 

また、図 2-1 (b)は、受光面上で観測したビームワンダの様子で、時刻の経過𝑡1、𝑡2、𝑡3、

𝑡4に伴い、実線の円で示した光の照射領域が移動する。この光の照射領域の移動と同時に、

光強度が最も高い黒丸で示した箇所も実線の円内で動く。そのため、これらを長時間観測

すると、本来の光束径よりも広い範囲である点線の円を照射することとなる[62]。 

図 2-2 に示すアップリンクの平面波の伝搬において、ビームワンダによる受光面におけ

る照射領域の移動の分散は 

⟨𝑟𝑐
2⟩ = 7.25(𝐻 − ℎ0)2 sec2𝜉 𝑊0

−1 3⁄
∫ 𝐶𝑛

2

𝐻

ℎ0

(ℎ) (1 −
ℎ − ℎ0

𝐻 − ℎ0
) 𝑑ℎ (2-1) 

で与えられる[63]。ここで、𝐶𝑛
2は大気の乱れを表す大気の屈折率構造関数、𝜁は天頂角、

𝑊0は送信ビーム半径、ℎ0と𝐻は受信器と受信器の高度である。また、𝐻は距離𝐿を用いて

𝐿 + ℎ0cos 𝜁と表される 
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図 2-1 大気ゆらぎの影響により生じるビームワンダ[62] 

(a) 伝搬角度の変動、(b) 受光面上で観測される光の照射領域 

(a)

受光面

(b)

長時間の
ビームサイズ

短時間 の
ビームサイズ

図 2-2 衛星-光地上局間光通信 

衛星
受信器

送信器
光地上局

高度

高度

天頂角

送信ビーム
半径

ビーム
拡がり角
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さらにℎ0を 0 と仮定し、光の射出点から計測した変位を角度変位に換算した値を√⟨𝜃𝐵𝑊
2 ⟩

とすると 

√⟨𝜃𝐵𝑊
2 ⟩ = √

⟨𝑟𝑐
2⟩

𝐿2 = √
7.25𝑊0

−1 3⁄

cos 𝜉
∫ 𝐶𝑛

2

𝐻

0

(ℎ) (1 −
ℎ

𝐻
) 𝑑ℎ (2-2) 

と表される。 

𝐶𝑛
2の値が大きくなるほど大気ゆらぎは大きくなり、一般に高度ℎに依存する。また、実

験に基づいて得られた複数の𝐶𝑛
2のモデルが提案されている。𝐶𝑛

2の変化を全てとらえること

は難しく、極めて正確に大気ゆらぎの特徴を示すモデルはない[63]が、Hufnagel-Valley(H-

V)モデルは 

𝐶𝑛
2(ℎ) = 0.00595(𝑣 27⁄ )2(10−5ℎ)2𝑒𝑥𝑝(−ℎ 1000⁄ )

+2.7 × 10−16 𝑒𝑥𝑝(−ℎ 1500⁄ ) + 𝐴𝑒𝑥𝑝(−ℎ 100⁄ ) (2-3)
 

と表され、用途が広いモデルである。ここで、𝑣は疑似風速、𝐴は𝐶𝑛
2(0)の公称値である。

今回の検討では、H-V 5/7モデルの𝑣 = 21  𝑚 𝑠⁄ 、𝐴 = 1.7 × 10−14 𝑚−2 3⁄ を適応した[64]。 

JAXA と NICTが行った光地上局から OICETSへのアップリンクの実験を仮定し、𝜁が 0

度、𝐿が 610 km[65]場合の伝搬光の角度変動と𝑊0の依存性を式(2-2)を用い求めた。得られ

たグラフを図 2-3に示す。図 2-3より、ビームワンダは射出光の半径に𝑊0依存し、𝑊0が小

さくなると角度の変動量が大きくなることが分かる。 

また、同様に、光地上局から OICETS へのアップリンクを想定した、波長𝜆が 815 nm、

ビーム拡がり角𝜃𝑑𝑖𝑣が 102 μrad[66]では、𝜃𝑑𝑖𝑣 = 𝜆 𝜋𝑊0⁄ の関係より、𝑊0は 2.54 mmとなる。

図 2-3より、𝑊0が 2.54 mmの場合、照射領域の移動√⟨𝜃𝐵𝑊
2 ⟩ (半角)は 10.9 μradとなる。した

がって、この場合、送信光のビーム拡がり角がビームワンダによる角度変化よりも大きく、

光通信装置はビーム変動によらず、相手局を照射し続けることが分かる。 
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2.2.2. 光の強度変動 

大気ゆらぎの生じた大気を伝搬した光に観測されるもう一つの現象が、図 2-4 に示す受

光面における強度変動であり、SN比の変動を引き起こす。屈折率の異なる複数のかたまり

が動くプリズムの集まりのように振る舞うために生じる。この現象はシンチレーションと

呼ばれ、その度合いはシンチレーションインデックス𝜎𝐼
2として表される。𝜎𝐼

2は 

照
射
領
域
の
移
動

[μ
ra

d]

送信ビーム半径 [mm]

0

10

20

30

40

0 2 4 6 8 10

受光面

図 2-4 大気ゆらぎの影響により生じる光の強度変動 

図 2-3 距離𝐿 : 610 kmにおける送信ビーム半径𝑊0と照射領域の移動の分散√⟨𝜃𝐵𝑊
2 ⟩の関係 
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𝜎𝐼
2 =

⟨𝐼2⟩ − ⟨𝐼⟩2

⟨𝐼⟩2 =
⟨𝐼2⟩

⟨𝐼⟩2 − 1 (2-4) 

と示され、ここで、𝐼は受光面での光強度、⟨ ⟩はアンサンブル平均である[63]。 

図 2-2 に示すように、ガウシアンビームを射出し、点の受信器で受信する場合、アップ

リンクのシンチレーションインデックス𝜎𝐼
2(𝑟, 𝐿)は、下の式より求められる。ここで、𝑟は

ビームの光軸からの距離で、𝐿は送信器と受信器の距離である。 

𝜎𝐼
2(𝑟, 𝐿) = 8.702𝑘7 6⁄ (𝐻 − ℎ0)5 6⁄ 𝑠𝑒𝑐11 6⁄ (𝜁) × [𝜇3 + 1.667

𝜇1𝛬5 6⁄ 𝛼2(𝐻 − ℎ0)2 𝑠𝑒𝑐2(𝜁)

𝑊0(𝛺0
2 + 𝛺2)

], 

       𝛼 ≤ 𝑊 𝐿⁄ (2-5) 

𝜇1 = ∫ 𝐶𝑛
2(ℎ) (1 −

ℎ − ℎ0

𝐻 − ℎ0
)

5 3⁄

𝑑ℎ
𝐻

ℎ0

(2-6) 

𝜇3 = Re ∫ 𝐶𝑛
2(ℎ) {(1 −

ℎ − ℎ0

𝐻 − ℎ0
)

5 6⁄

[Λ (1 −
ℎ − ℎ0

𝐻 − ℎ0
)

𝐻

ℎ0

+ 𝑖 (θ + θ̃
ℎ − ℎ0

𝐻 − ℎ0
)]

5 6⁄

− Λ5 6⁄ (1 −
ℎ − ℎ0

𝐻 − ℎ0
)

5 3⁄

} dℎ     (2-7) 

Λ =
𝛺

𝛺0
2 + 𝛺2

(2-8) 

θ =
𝛺0

𝛺0
2 + 𝛺2

(2-9) 

θ̃ = 1 − θ (2-10) 

𝛺0 = 1(平面波) (2-11) 

𝛺 =
2𝐿

𝑘𝑊0
2

(2-12) 

𝑘 =
2𝜋

𝜆
(2-13) 

𝛼 = 𝑟 𝐿⁄ (2-14) 

𝑊 = 𝑊0(𝛺0
2 + 𝛺2)1 2⁄ (2-15) 

これらの式を用い、光地上局から OICETS へのアップリンクを想定し、𝜎𝐼
2を求めた。波

長𝜆が 815 nm、ビーム拡がり角𝜃𝑑𝑖𝑣が 102 μrad[66]、𝜁が 0度、𝐿が 610 km[65]、ℎ0が 0 mを

仮定した。また、𝐶𝑛
2には H-V 5/7モデルを適応した。得られたグラフを図 2-5に示す。𝑟が
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0 mよりも大きくなる、あるいは、小さくなると、𝜎𝐼
2は大きくなる。また、𝑟が 0 mのビー

ムの光軸上においても、𝜎𝐼
2は弱いゆらぎ(𝜎𝐼

2 < 0.1)よりも大きな 0.12となった。 

𝜎𝐼
2はビームが移動体に届くまでの大気を通る距離が長いほど大きくなるため、𝜎𝐼

2は天頂

角𝜁においてビームの光軸上で最も小さくなる。よって、大気を通る距離のみ考慮する場

合、𝜎𝐼
2は、𝜁が 0度のビームの光軸上で最少の値をとる。OICETSは実際には𝜁が 0度となる

ことはないが、𝜁が 0度を仮定した図 2-5では、想定される最小の𝜎𝐼
2であっても弱いゆらぎ

よりも大きくなることを明らかにした。したがって、大気ゆらぎによって生じる強度変動

の低減の検討が必要であることが分かった。さらに、大気ゆらぎの影響の度合いは、時間

と場所に応じて変化するため、柔軟に光の強度変動を低減できる手法が必要である。 

 

 

2.2.3. 空間伝搬損 

光が空間中を伝搬するために生じる損失の一つが空間伝搬損(Geometric loss : GL)である。

回折により広がった光ビームの一部のみが受信開口に受光されるために生じる損失である。 

送信電力𝑃𝑇に対する受信電力𝑃𝑅は、 

図 2-5 ビームの光軸からのずれ𝑟とシンチレーションインデックス𝜎𝐼
2との関係(𝜁 = 0度) 
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𝑃𝑅

𝑃𝑇
=

𝐷𝑅
2

(𝐷𝑇 + 2𝜃𝑑𝑖𝑣𝐿)2
(2-16) 

と表される[63]。したがって、dB単位の空間伝搬損は 

𝐺𝐿 = −20 log [
𝐷𝑅

𝐷𝑇 + 2𝜃𝑑𝑖𝑣𝐿
] [dB] (2-17) 

で与えられる[63]。 

そこで、式(2-17)を用い、𝐷𝑡が 710 mm、𝐷𝑅が 260 mm、𝜃𝑑𝑖𝑣が 102 μradの場合の空間伝搬

損を求めた。これらはOICETSのアップリンクに用いられた値である[66]。得られた結果を

図 2-7に示す。図 2-7から分かるように、𝐿がOICETSの軌道高度である 610 km[65]の場合、

𝐺𝐿は 53.6 dB に達する。したがって、空間伝搬損の低減のための検討が必要であることが

示された。 

  

図 2-6 空間伝搬損 

受信開口
直径

送信開口
直径

光検出器レーザ

距離

ビーム
拡がり角
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2.2.4. 指向誤差 

送信器と受信器のアライメントが不十分である際に生じる損失を指向誤差と言い、指向

誤差により大きな信号減衰が生じる[63]。図 2-8に示す、ビームの伝搬方向と通信相手の方

向との角度差である𝜃を指向誤差と言う。指向誤差𝜃による減衰(Pointing loss : PL)は 

𝑃𝐿 = 𝑒𝑥𝑝 (
−2𝜃2

𝜃𝑑𝑖𝑣
2 ) (2-18) 

と表され、ここで、𝜃𝑑𝑖𝑣はビーム拡がり角である[63]。 

OICETSから地上局へのダウンリンクを想定し、𝜃𝑑𝑖𝑣が 2.75 μrad[66]、𝐿が 610 km[65]にお

ける𝑃𝐿の関係を式(2-18)より求め、図 2-9に示した。𝜃が大きくなる程、𝑃𝐿は大きくなる。

また、𝜃が𝜃𝑑𝑖𝑣の 1/2倍である 1.375 μradの場合、𝑃𝐿は 2.17 dBにも達することが分かった。

したがって、指向誤差の検討が必要であると言える。また、𝑃𝐿を低減するために、捕捉・

追尾・指向システムが用いられる。 

  

空
間
伝
播
損
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B

]
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図 2-7 距離𝐿と空間伝搬損𝐺𝐿の関係 
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図 2-8 衛星-光地上局間空間光通信における指向誤差 

衛星
送信器

受信器
光地上局

指向誤差

ビーム
拡がり角

図 2-9 指向誤差𝜃と指向誤差による減衰𝑃𝐿の関係 
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2.3. 大気ゆらぎの影響の低減手法 

2.3.1. 補償光学 

補償光学は、天文学で提案された手法である。大気ゆらぎの影響を受けた光ビームを参

照光として受光し、その波面ゆらぎを波面センサで計測し、可変形鏡を実時間で制御して

波面を補正し、実時間で能動的に本来の波面に近い波面を得る手法である[16], [67], [68]。

空間光通信の場合、相手局から伝送される受信光を参照光として用いる。図 2-10に示すよ

うに、受信光の波面補正と同時に、変形した可変形鏡により送信レーザ光を大気ゆらぎに

共役となるようあらかじめ補正して送信することで、大気を伝搬しても歪みのない送信光

を伝送できる[16], [62], [69]。つまり、受信光と送信光の波面補正、つまり、光強度変動の

低減が可能である。 

しかしながら、移動体との通信において、移動体の移動前後の位置を見込む角度である

光行差補正角が大気の波面歪みが同等と見なせる角度等波面離角よりも大きくなると、受

信光に基づいた波面操作の効果が得られなくなる。その場合、受信光を波面補正の基準と

して用いられず、新たにビーコンやガイドスターのようなものが移動体の前方に必要とな

る課題が生じる[43], [44]。 

光通信器

波面センサ

実時間制御装置

補正された波面

大気ゆらぎ

ゆらぎを
受けた波面

可変形鏡

受信光
送信光

図 2-10 空間光通信用補償光学システム[16] 
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2.3.2. 誤り訂正符号 

誤り訂正符号は、大気ゆらぎによる光の強度変動を低減するために用いられており、一

般的に受信者が大気ゆらぎ中の伝送により生じたエラーを訂正できるよう、送るべきビッ

トに冗長性を付加する手法である[63], [70], [71]。大気ゆらぎの大きさや距離に応じた適切

な符号化技術の選択により、空間光通信の BERを向上できる。符号化に加えて、インター

リーブはバースト誤りが生じる際に用いられる[63]。 

しかし、誤り訂正符号やインターリーブの適応は、データ伝送の高速化に応じて、一定

の時間における、受信側でフェージングが起きる間に伝送されるデータ、つまり、データ

の欠損量が増加する。そのため、演算時間と演算に要する資源が増加するという課題があ

る[62]。 

 

2.3.3. 電波通信との併用 

空間光通信の性能は天候と大気ゆらぎの影響を受けるため、これにより回線が確立でき

なかったり、不十分な BERとなることがある。そこで、信頼性と回線の稼働率を向上する

ために、空間光通信システムとより信頼性の高い電波通信システムの併用が提案・適応さ

れている。空間光通信が停止した際に、バックアップとして低データ速度の電波通信を用

いることで全体のシステムの稼働率を向上できる。しかし、電波通信は、ユーザ数の増加

に伴い、隣接するノードからの干渉により、回線容量が制限されるという課題がある[63]。 

 

2.3.4. 開口平均効果 

受信器の開口直径が大きくなる程、非一様な照射の平均化/積分効果が大きくなり、光検

出器が受ける信号のゆらぎが減少する。このように受信器の開口直径を大きくし、光強度

の変動を低減することを開口平均効果と言う[61]。しかし、大きな開口はアップリンクで

は実用的ではない[72]。 

 

2.3.5. 空間ダイバシティ 

開口積分受信器と同じ性能が得られるよう、1 つの大きな開口を、それぞれが十分離れ

た小さな複数の送信器あるいは受信器の開口に置き換える手法が提案され、適応されてい
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る。複数開口の間隔を大気のコヒーレンス長𝑟0より大きくし、複数開口の光強度の相関性

を十分に低くする。図 2-11 に示すように、大気ゆらぎの影響を低減するため、送信器、あ

るいは、受信器複数開口を適応する手法を総称し空間ダイバシティと呼ぶ。また、それぞ

れ送信器への適応を送信ダイバシティ、受信器への適応を受信ダイバシティと言う[63]。 

  

図 2-11 空間ダイバシティ 

(a) 送信ダイバシティ：複数ビーム伝送、(b) 受信ダイバシティ 

(a)

(b)

受信開口

：

複数の
送信開口

駆動回路 復号器
出力信号

送信開口

駆動回路

複数の
受信開口

復調器
出力信号

：
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1本の大気中を伝搬するレーザ光が送信に用いられる場合、大気ゆらぎにより 1本のビー

ムは複数の小さなビームに分割され、屈折率が局所的に変化しているため、分割された小

さなビームは独立して動く。受信器では、お互いに同位相あるいは位相がずれているそれ

らの小さなビームが、混ざり合う。同位相の場合、電力が急増するのに対し、位相がずれ

ている場合、信号が減衰する。送信ダイバシティのように、1 本のビームではなく、独立

している相関性のない複数のビームを送信に用いる場合、受信器でそれぞれのビームが重

なり合い、異なるビームの電力の加算となり、激しい減衰、急増の可能性が低減する[63]。 

大気ゆらぎにより生じる強度変動の低減に加え、空間光通信システム設計において、送

信電力は安全な電力の許容範囲内に限定される。1 つの大きな開口に対して、複数開口の

性能向上を求めるために、𝑁個の静的に独立な検出器の場合を取り上げる。この場合、合

計の出力は、 

𝐼𝑟 = 𝜂 ∑(𝐼𝑠,𝑗 + 𝐼𝑁,𝑗)

𝑁

𝑗=1

(2-19) 

と与えられ、ここで、𝜂は光電変換効率、𝐼𝑠,𝑗は𝑗番目の受信器の信号電流、𝐼𝑁,𝑗は𝑗番目の受

信器の雑音電流である。簡単のため、全ての受信器の信号電流と雑音電流の平均と分散は 

同じ値であると仮定する。この仮定を用いると、全ての受信した電流𝐼𝑟の平均は 

⟨𝐼𝑟⟩ = 𝑁⟨𝐼𝑠,1⟩ (2-20) 

と与えられ、また、𝐼𝑟の分散は 

𝜎𝐼𝑟

2 = 𝑁 [⟨𝐼𝑠,1
2 ⟩ − ⟨𝐼𝑠,1⟩

2
+ ⟨𝐼𝑁,1

2 ⟩] = 𝑁(𝜎𝑠,1
2 + 𝜎𝑁,1

2 ) (2-21) 

となる。 

したがって、平均の rms SN比は 

⟨𝑆𝑁𝑅𝑁⟩ =
𝑁⟨𝐼𝑠,1⟩

√𝑁(𝜎𝑠,1
2 + 𝜎𝑁,1

2 )

= √𝑁⟨𝑆𝑁𝑅1⟩ (2-22) 

で与えられる。ここで、⟨𝑆𝑁𝑅1⟩は 1つの受信器の SN比の平均である。この式は、𝑁個の独

立した受信器による SN比は、√𝑁倍システム性能が向上することを示している。 

1 個の検出器の信号電力と𝑁個の検出器の信号電力の総和が一定の場合、𝑁個の検出器の

シンチレーションインデックスは、1個の検出器のシンチレーションインデックスの1 𝑁⁄ に

減少する。つまり、 

𝜎𝐼,𝑁
2 =

1

𝑁
𝜎𝐼,1

2 (2-23) 
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と与えられ、ここで、𝑁は検出器数である。これは複数の独立した相関性のないビームを

送信器へ伝送する、送信ダイバシティの複数送信器にも当てはまり、複数ビームの使用に

より大気ゆらぎにより生じる強度変動の影響は低減する[63]。 

BERは大気ゆらぎの大きさに依存するため、既定の BERを達成する複数の受信器、ある

いは、送信器が求められ、原則として、受信する強度の状態は送信と受信のアンテナ数に

応じて向上する。しかし、システムの複雑性、コスト、送信レーザ電力の効率、変調タイ

ミングの精度、空間の可用性のような実施上の配慮から 10以下のダイバシティが限界であ

ろう[63]。 

また、光の強度変動の大きいアップリンクにおいて、受信側である積載量に制限のある

移動体に複数開口を設置する受信ダイバシティの適応は難しい。したがって、アップリン

クでは、送信側である光地上局に複数開口を設置する送信ダイバシティ、つまり、複数ビ

ーム伝送の適応が有効である。また、大気ゆらぎの度合いは場所や時間によって変わるた

め、アップリンクにおいて大気ゆらぎの影響の度合いに応じて柔軟に光の強度変動を低減

できる複数ビーム伝送手法の検討が必要である。 
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2.4. まとめ 

本章では、空間光通信システムが光の空間の伝搬により受ける影響で、本研究で検討対

象とする大気ゆらぎにより生じるビームワンダ、受信面での光の強度変動、さらに、空間

伝搬損、指向誤差について、それらの特徴を比較し示した。中でも、空間光通信の大きな

課題の 1 つとして挙げられている大気ゆらぎの影響を低減するための手法である補償光学、

誤り訂正符号、電波通信との併用、開口平均効果、空間ダイバシティを比較した。 

光が空間伝搬する際に生じる、大気ゆらぎによる光の強度変動、空間伝搬損、指向誤差

は、空間光通信の通信品質に与える影響が大きいことを数値計算により示し、それぞれの

低減の必要性を示した。 

また、今回通信品質に与える影響が大きいと着目した SN 比の低下を引き起こす受信電

力の低下の要因以外も含めた、空間光通信における受信電力の低下の事例をまとめた円グ

ラフを図 2-12に示す。この事例は、光地上局から OICETSへのアップリンクを想定し、波

長𝜆を 815 nm、ビーム拡がり角を 102 μrad、送信開口直径を 710 mm、受信開口直径を 260 

mm[66]とし、また、距離を 610 km[65]、天頂角 0度を仮定した。本研究では、図 2-12の円

グラフの黒色の枠で囲んだ、大気ゆらぎ、空間伝搬損、指向誤差による減衰、合わせて

68.8 dB に対して新たな検討を加える。なお、大気ゆらぎによる減衰値は、[66]を参考とし

た。また、指向誤差による減衰は指向誤差がビーム拡がり角の 1/2 倍の場合を仮定してい

る。吸収による減衰は、高度が高くなるほど大気が薄くなり小さくなるが、対流圏で一定

大気ゆらぎ
13.0dB

空間伝搬損
53.6dB

指向誤差
2.2dB

吸収
8.2dB

その他の減衰
3.0dB

図 2-12 受信電力の低下の事例 
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の吸収を仮定し[73]を参考に求めた。図 2-12 は OICETS の受信可能な減衰範囲 77.7～81.4 

dB[66], [74], [75]を満たしている。 

大気ゆらぎの影響の低減手法は複数あるが、中でも、大気ゆらぎの影響が大きいアップ

リンクにおいて、送信側である光地上局に複数開口を設置する送信ダイバシティ、つまり、

複数ビーム伝送が特に有効であり、さらに、大気ゆらぎの影響の度合いに応じて柔軟に光

の強度変動を低減できる手法が要求されていることも示した。 
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第3章 複数ビーム生成素子を適応した送信機能 

3.1. 従来の複数ビーム生成法 

本章では、本論文の検討対象である衛星-光地上局間空間光通信と UAV-光地上局間空間

光通信の両方に影響を与える、ビームが大気中を伝搬するために生じる大気ゆらぎによる

影響とビームが広がって伝搬するために生じる空間伝搬損について検討を加える。本章の

事例として、衛星-光地上局間空間光通信挙げ、検討を行う。 

レーザ光を用いる空間光通信における課題である通信の品質向上を図るため、大気ゆら

ぎの影響の低減を図ることが第一に挙げられており[76]、大気ゆらぎによって生じる受信

信号の強度変化の変動を低減し、通信品質の低減の抑制を図るための検討が進められてい

る。これまでに、アップリンクにおける大気ゆらぎの影響を抑制する方法として、(a)大気

ゆらぎの影響を被っている光波面の補正[63], [69]、(b)大気ゆらぎの影響を受けた複数ビー

 

表 3-1 複数ビームと可変のビーム拡がり角を持つビームの射出の効果 

単一ビームの射出 複数ビームの射出

固定されたビーム拡がり角を持つ
ビームの射出

可変のビーム拡がり角を持つ
ビームの射出

大気ゆらぎ

ガウシアン
ビーム
プロファイル

受信
強度分布



第 3章 複数ビーム生成素子を適応した送信機能 
 

32 
 

ムを重ね合わせた光強度の平均化効果を利用する複数ビーム伝送法(表 3-1の右上)[63], [77]

が提案されている。 

しかし、移動体との通信において、送受信器の相対位置が高速に変化し、その角度変化

がビーム拡がり角よりも大きくなる場合、移動体の移動前と移動後の位置の見込み角であ

る光行差補正角を考慮する必要がある。(a)の補償光学を適応し波面を補正する方法では、

ダウンリンクの波面を基準にアップリンクの波面を補正するため、光行差補正角が大気の

波面の歪みが同等と考えられる角度範囲である等波面離角よりも大きくなると、受信光を

波面補正の基準として用いられず[43], [44]、新たに波面補正の基準となるビーコンやガイ

ドスターのようなものを移動体の前方に設置する必要がある。一方で、(b)の複数ビーム伝

送法は、光行差補正角があっても大気のゆらぎの影響を容易に低減できる。さらに、すで

に複数ビーム伝送法におけるビーム分離と受信器開口サイズの効果を実験的に実証したグ

ループもあり、(b)の複数ビーム伝送法に着目した。 

(b)の手法のキーとなる従来の複数ビーム生成法は、表 3-2 に示すように、反射率分布を

持たせたビームスプリッタとミラーで構成された光学系を既存の光地上局の望遠鏡に設置

したり[45]、光源のレーザと望遠鏡を必要なビーム数の数だけ準備し同じ方向にビームが

射出されるようにしたものである[46], [78], [79]。前者は既存の光地上局に挿入可能だが、

反射系のため挿入により光軸がずれ、後者は既存の光地上局の利用ができない。また、と

もにビーム数の増減には、光学系を構成する各素子から新たに作製する必要がある。 

さらに、光地上局から移動体に向けて射出されるレーザ光のビーム拡がり角は固定され

ているため、衛星追尾誤差、光軸誤差含むそれぞれの光地上局と移動体に応じた指向誤差、

距離の変化、光地上局と移動体の相対速度に、ビーム拡がり角は対応していない。従来使

用されているレーザ光は、移動体の位置に対して十分な大きさのビーム照射領域を持って

いるため、受信光強度の低下のような要因で光回線が途切れることなく安定的に維持され

ていた。しかし、光軸を中心として受光面のビーム半径の範囲にレーザ光のエネルギーが

68 %も集中しているため、移動体の位置で十分に大きなビーム照射領域を確保する必要が

あり、空間伝搬損による送信ビームのエネルギー損失が課題となっている。そのため、表 

3-1の右下に示すように、光地上局と移動体の指向誤差、距離、速度の変化に応じて、移動

体に対するレーザ光のビーム拡がり角を制御することができれば、送信ビームの空間伝搬

損によるエネルギー損失の低減を図ることができる。ビーム拡がり角を制御する方法とし

て、レンズ系の位置を変える方法[41]と、挿入した液晶の屈折率を制御し位相を変える方
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法が考えられる。前者が機械的な駆動部を用いるのに対し、後者は屈折率の変化を精密に

制御する必要がある。 

  

 

表 3-2 複数ビーム生成素子[6] 

複数
ビーム
生成法

2つのバルク光学素子[45]
(振幅分割)

1台のジンバルに搭載された
同一方向を向いた
望遠鏡[46], [78], [79]

提案手法
デュプリケート光学系[49], [50]

(波面分割)

年 2006 2013 2012

グループ
M. Toyoshima, Y. Takayama

[NICT]
D. M. Boroson

[MIT] 著者ら

光学系

光学系の
構成

ミラー :2
ビームスプリッタ: 2

反射望遠鏡: 4 
(ミラー: 2×4)

アレイレンズ: 2
レンズ : 2

光学系の
作製

ビームスプリッタの反射率分布を利
用することで、ビームスプリッターか
らの透過光の強度を均一にする

2つ以上の同一の光源、同一性能の
望遠鏡が同一方向に調整される

光軸を制御することで、アライメント
が容易となる

ビーム数
若干の制限あり
(ビームスプリッタの反射率分布の
性能に依存)

限定される
(必要なビームの数と同じ数だけ
レーザ光源と望遠鏡を準備すること
が必要)

フレキシブル
(同一光学系で入力面を制御するこ
で、ビーム数の増加が容易に可能)

アライメント
と調整

容易
困難
(光学素子が多いため) 容易

既存の
光地上局
の利用

可能
(反射系のため、挿入により光軸が
ずれる)

不可能
可能
(同軸配置のため容易に挿入可能)

ミラー1

ビーム
スプリッタ1 ミラー2

ビーム
スプリッタ2

送信用の
4台の反射型
望遠鏡

レンズ1 レンズ2
アレイ
レンズ2

アレイ
レンズ1

入力面
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3.2. デュプリケート光学系の特性 

空間光通信の品質の向上のため、レーザ光の大気ゆらぎの影響と空間伝搬損の低減を図

るデバイスの実装に関するこれらの課題の解決を目指す。また、2つのアレイレンズと 2つ

のレンズで構成されるデュプリケート光学系[49], [50]は光情報処理の分野で複製像の入力

装置として用いられてきた[47]。このデュプリケート光学系を、1 本のビームから複数のビ

ームを生成する複数ビーム生成素子として送信機能へ適応することを提案する。 

 

図 3-1 に示すように、レーザ光をデュプリケート光学系により分岐し、生成された複数

ビーム望遠鏡に入射させる。望遠鏡により拡大されたビームを対象とする移動体へ向け射

出する。デュプリケート光学系は、小型軽量の装置で、同軸配置のため既存の光地上局に

容易に挿入できるという、大気ゆらぎの影響を低減する複数ビーム生成素子として優れた

特長を持っている。さらに、各素子の構成を変更することなく、入力面の制御によりビー

ム分岐数の制御が可能である。大気ゆらぎの影響の度合いは、光地上局の位置あるいは移

動体との通信時間に依存するため、ビーム数の制御により大気ゆらぎの影響の度合いに応

じた強度変動の低減が可能であることは、空間光通信において有効である。 

さらに、デュプリケート光学系は、液晶フィルタを挿入し、その開口パターンを変える

図 3-1 デュプリケート光学系の空間光通信への適応[3] 

(Copyright (2016) The Japan Society of Applied Physics) 

 

 

デュプリ
ケート
光学系

望遠鏡

空間
光通信

光地上局

大気ゆらぎ

衛星
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ことで、生成される複数ビームの強度分布を変え、レーザ光のビーム拡がり角を制御する

デバイスとしても適応できる。機械的駆動部を用いることなく容易にレーザ光のビーム拡

がり角を制御できる。 

適応を提案するデュプリケート光学系を図 3-2 に示す。入射光がアレイレンズ 1(AL1)に

よりアレイの数だけ波面分割され、分割された光がそれぞれレンズ 1(L1)に入射する。AL1

と L1 がアフォーカル系となっており、L1 による分割光が様々な方向に進む平行光となり、

入力面へ重なり合って入射する。入力面に透過画像を表示すると、それぞれの平行光がレ

ンズ 2(L2)の焦点面において、AL を構成するレンズ数と同数の透過画像のフーリエ変換像

を生成する。さらに、アレイレンズ 2(AL2)によりそれぞれのフーリエ変換像が再びフーリ

エ変換され、AL2 の焦点面である出力面に入力面に表示した画像がデュプリケート(複製)

される[49], [50]。 

 

入力画像の最大の大きさ𝑙𝑖は、 

𝑙𝑖 = 𝑙1𝑓2 𝑓1⁄ (3-1) 

デュプリケート像の倍率𝛽は、 

𝛽 = −𝑓4 𝑓3⁄ (3-2) 

出力ビームの大きさ𝑙𝑜は、 

図 3-2 デュプリケート光学系[4] 

 

 

lo

f4
f1 f3f2 f3f2f1

f4

入力画像 複製像フーリエ変換像
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𝑙0 = −𝑙1𝑓2𝑓4 𝑓1𝑓3⁄ (3-3) 

間隔𝑝0は、 

𝑝0 = −𝑙1𝑓3 𝑓2⁄ (3-4) 

で表される。ここで、𝑙1はAL1を構成するレンズの直径、𝑓1、𝑓2、𝑓3、𝑓4はAL1、L1、L2、

AL2 の焦点距離である。また、複製像の数は AL1、AL2を構成するレンズ数と同数である

[49], [50]。  
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3.3. 大気ゆらぎの影響低減のための複数ビーム生成素子の設計 

デュプリケート光学系を空間光通信に適応するためには、厚いレンズへの拡張が必要で

ある。しかし、今までレンズの厚さについて検討されず、デュプリケート光学系を設計す

るためのプロセスが示されていなかった。 

そこで、図 3-3 のフローチャートに示すデュプリケート光学系の設計方法を提案する。

まず、出力ビームの必要なパラメータの決定後、レンズの焦点距離を選択する。さらに、

幾何光学に基づき、最小のレンズ径などを算出する。その後、レンズの厚さや材質を考慮

し、レンズのパラメータを求める。光学設計ソフトでレンズの収差や回折によるクリッピ

ングを避けるため L1または L2のレンズ径を大きくする補正処理を行った後、光学系が目

的の大きさよりも小さくなっていることを確認する。 

表 3-3 に示す設計条件で、空間光通信用デュプリケート光学系の設計を行った。実験の

実施を考慮した光学系として、入力ビームの直径を 10 mm 未満、光学系の全長を 500 mm

未満を仮定した。また、都市部での使用を想定し、大気のコヒーレンス長𝑟0が 30 mmとし、

さらに、10 倍の望遠鏡を備えることを仮定し、出力ビーム間隔𝑝0の設計条件を 3 mm とし

た。都市部での r0は数 cmとされている。設計したデュプリケート光学系のビーム間隔は 3 

mmであり、望遠鏡から射出される出力ビーム間隔 30 mm となる。よって、そのビーム間

隔は、r0を十分考慮していると考えられる。また、簡易化のためL1とL2を同一仕様とし、

AL1と AL2は矩形レンズアレイ、AL1と AL2は円形レンズとした。 

図 3-4 (a)はこれらの設計条件に基づき、その一例として設計した空間光通信用デュプリ

ケート光学系、図 3-4 (b)～(e)は光学設計ソフト”CODE V®”を用いた数値計算より得られた

スポットダイアグラムである。入力面には 4 つの異なる方向からコリメート光が斜入射す

る。ビームはすべてデュプリケート光学系の光軸を中心とする正方形となり、それぞれが

重なり合う。入力面を制御しない場合、得られた図 3-4 (b)が示すように、確かに入力面に

正方形のスポットダイアグラムが形成された。正方形の一辺の長さ𝑙𝑖は、𝑙1が 3 mm、𝑓1が

50 mm、𝑓2が 100 mmであることから、式(3-1)より算出される値の 6 mmで、スポットダイ

アグラムから推定された値も 6.0 mmであることを確認した。図 3-4 (c)が示すように、出力

面では、1本の入力ビームから 4本の分岐ビームが生成されていることが確認できた。生成

された正方形のビームの一辺の長さ𝑙𝑜は、上記の値に加え、𝑓3が 100 mm、𝑓4が 25 mmより、

式(3-3)で計算された理論値は 1.5 mmとなり、スポットダイアグラムからの推定値 も 1.5  
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図 3-3 デュプリケート光学系の設計フローチャート[4] 

Yes

出力ビームのパラメータの決定
以下の値を決定する。

•入力面の大きさ と出力ビームの倍率
• 出力ビーム間隔 (出力ビーム数が最小の場合)
• 最小出力ビーム数

薄いレンズのパラメータの決定
以下の式を満たす値を選択する。

• AL1の構成レンズの大きさ
• アレイレンズとレンズの焦点距離

レンズの収差・回折の補正
光学設計ソフトで出力ビームにクリッピングがないことを確
認する。その場合は、L1またはL2の直径を大きくする。

小型光学系のためのパラメータの算出
以下の値を算出する。

• 入射光の直径
• レンズの最小径

厚いレンズへの設計の拡張
以下の値を算出する。

• レンズの曲率半径
• 各レンズ間の距離(各レンズの主点の位置を考慮して)
以下の値を決定する。

•平凸レンズの凸面の方向(球面収差が小さくなるように)

光学系の大きさの確認
光学系が目的の大きさ以下になっているか?

終了

No

開始
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mmであった。また、式(3-4)から𝑙1、𝑓2、𝑓3の値より計算された出力ビームの間隔𝑝0の理論

値は 3 mmで、数値計算により得られたスポットダイアグラムから推定された値も 3.0 mm

であった。入力面上の正方形のスポット(6 mm×6 mm)が、アレイレンズを構成する正方形

のレンズ数に相当する数だけ、式(3-2)で計算される複製ビームの倍率𝛽が 1/4で複製された

ものとみなせる。 

図 3-4 (d)、(e)は、数値計算において入力面に 4つの開口アレイを挿入した場合の入力面

および出力面上のスポットダイアグラムである。4 つの正方形パターンを挿入した場合、4

つの正方形パターンが、アレイレンズを構成するレンズの数だけ複製される。したがって、

合計 16個の正方形パターンが出力された。また、正方形の出力パターンは、入力された正

方形の画像の 1/4 の大きさであることが確認できた。入力面の制御によるビーム分岐に伴

い最小の出力ビーム間隔が 1.0 mmとなった。大気ゆらぎの影響がさらに大きくなった場合、

大気ゆらぎの影響の低減が可能である。これらの数値計算結果から、入力面に𝑁 × 𝑁個の

画像を挿入した場合、4𝑁 × 4𝑁本のビームに分岐されることを確認した。 

したがって、デュプリケート光学系による、レンズとアレイレンズの仕様や配置を変更

することのない、入力面に挿入される分岐素子の数に応じたビーム数の柔軟な制御を確か

めることができた。しかし、入力面に開口アレイを入力し出力ビームの本数を増やすと、

出力ビームの間隔が小さくなる。複数ビーム伝送で大気ゆらぎの影響を低減するためには、

ビームの間隔を大気のコヒーレンス長𝑟0よりも大きくする必要があるが、デュプリケート

光学系の後ろに設置する望遠鏡の倍率を変えることで、この間隔を調整することができる。 

なお、本論文における原理確認の数値計算において、デュプリケート光学系へ入力する

ビームは平面波を仮定している。実際の空間光通信ではガウシアンビームを使用しており、

平面波はガウシアンビームよりもおよそ𝜋 2⁄ だけ、ビーム拡がり角が大きくなることを承

知している。計算の簡易化のため、理想的に平面波を用いることを仮定しても、結果に多

少の相違が出るが、原理確認はできると判断する。  
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表 3-3 空間光通信用デュプリケート光学系の設計条件 

図 3-4 設計した空間光通信用デュプリケート光学系とスポットダイアグラム[4] 

(a) 設計したデュプリケート光学系 

(b) 遮蔽なしの場合の入力面、(c) 出力面、 

(d) 4つの矩形開口を挿入した場合の入力面、(e) 出力面 

ガラス：N-BK7

= 3 mm

= 100 mm

5 mm5 mm

= 100 mm

5 mm

= 1.55 μm

= 3 mm

= 1.5 mm

= 1.5 mm

= 50 mm

13 mm

8.49 mm

13 mm

= 25mm 

481.7 mm

= 6 mm

3mm

(d) 入力面: 4つの矩形

(b)入力面 (c) 出力面
1.50 mm

1.50mm
(e) 出力面

L1 L2 AL1 AL2

入力面 出力面

5 mm

(a)

波長 (μm) 1.55
入力ビームの直径 (mm) <10
光学系の全長 (mm) <500
出力ビーム間隔 (mm) 3



第 3章 複数ビーム生成素子を適応した送信機能 
 

41 
 

3.4. 複数ビーム生成素子を用いた大気ゆらぎの影響低減実験 

3.4.1. 複数ビーム生成素子を適応した送信器の構築 

図 3-5 に示すように、デュプリケート光学系で生成した複数のビームを東海大学湘南キ

ャンパスの 2 点間の大気中を伝送させ、CCD(Charge-coupled device)カメラで動画として撮

像した。動画から得られた光強度の確率密度分布から、複数ビーム伝送の場合、1 つのビ

ームを伝送した場合と比べて受信光強度の変動が小さくなることを確認した。 

図 3-6は、5倍の拡大系を備えた送信器である。L5と L6の焦点距離 f5と f6は、それぞれ

40 mmと 200 mmである。送信器の光学系は、屋外での実験を行うための可搬性を考慮し、

三脚上のブレッドボード(450 mm×450 mm)に構築した。デュプリケート光学系は、図 3-3

に従い設計した。入力波長𝜆は 785 nm、AL1 の焦点距離𝑓1は 38.7 mm、L2 の焦点距離𝑓2は

30 mm、L3の焦点距離𝑓3は 40 mm、AL2の焦点距離𝑓4は 38.7 mmである。AL1と L2の間の

距離𝑑1を 69 mm、L2と L3の間の距離𝑑2を 65mm、L3と AL2の間の距離𝑑3を 70 mmとした

[5]。 

また、送信器の基本構成の変更として、図 3-7 に示すように、大気ゆらぎが小さい場合

でもデュプリケート光学系の効果を確認できるように、ミラーとビームスプリッタを追加

し、さらに、遮光板の配置により、ビーム Aと Bを選択的に伝送した。そのため、ビーム

Aのみ、ビーム Bのみ、ビーム Aと Bを同時にというように伝送条件を変えられる。 

伝送したビームは、三脚に設置された CCD カメラで構成される受信器で撮像される。

CCDカメラで撮像した映像のサンプリングレートは 29.97 fpsで、大気ゆらぎの影響を受け

た平均的な強度を得るのに十分である。さらに、出力ビームサイズから推定される受信器

側のビームフットプリントは、直径約 75 mmであった。  
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デュプリケート
光学系

450m
受信器

送信器

受信器の設置位置

送信位置からの
眺め

受信位置からの
眺め

送信器の設置位置

図 3-6 デュプリケート光学系と拡大系を適応した送信器[1] 

 

 

 

デュプリケート光学系

45
0 

m
m

   

450 mm

L3 L2 AL1AL2

L1 ML1=785 nm

ML2ML3

ML4 L5 L6

拡大光学系

図 3-5 東海大学湘南キャンパスでの実験[1] 
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3.4.2. 複数ビーム生成素子を用いたビーム伝送実験 

2017年 12月 27日～28日に東海大学湘南キャンパスにて実験を実施し、データの測定を

12月 28日に行った。約 450 m伝搬したレーザ光を、受信器で動画として撮像した。また、

撮像した動画の一部の固定ピクセルの光強度変化から、大気ゆらぎの状態を推定した[80]

結果、屈折率構造定数𝐶𝑛
2は 5.61×10-14 m-2∕3、大気のコヒーレンス長𝑟0は 9.46 mmであった。 

図 3-8 に解析の手順を示す。まず、動画から取り出した各画像から、受信したビームの

領域(85×85 ピクセル)を抽出する。さらに、光強度の変化を定量的に比較するために、こ

の領域のヒストグラムから正規化された光強度の確率密度分布を算出する。得られた正規

化強度の確率密度分布を、最小二乗法により対数正規分布に近似した。対数正規分布の確

率密度関数は次式で表される。 

𝑓(𝑥) =
1

𝜎𝑥√2𝜋
exp {−

(log 𝑥 − 𝜇)2

2𝜎2
} (3-5) 

ここで、𝜇と𝜎2はそれぞれlog 𝑥の平均と分散を表し、𝑥と𝜎はともに正の値である。 

図 3-9 は、取得した画像のサンプルと、光強度の確率密度分布を対数正規分布の近似曲

線で表したものである。確率密度分布は大気ゆらぎの影響により変化している。 

図 3-10は、図 3-8の解析により、得られた全ての画像による確率密度分布の近似曲線で

ある[21]。図 3-10では伝送ビーム数の 1本から 2本の増加に伴い、対数正規分布の分散が

小さくなっている。したがって、デュプリケート光学系により、大気ゆらぎの影響が低減 

 

図 3-7 ビーム Aと Bを選択的に伝送する送信器[1] 

M HM

ビームA ビームB

デュプリケート
光学系

拡大系
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図 3-8 取得したそれぞれのビーム伝送状況における動画の解析フローチャート[1] 

Yes

動画から画像を取り出す(動画のフレーム数 : )

解析領域を取り出す(大きさ: 85×85 pixels)

光強度分布の度数分布を計算する

全ての解析領域の光強度の度数分布を計算する

規格化強度の確率密度分布を計算する

分布の近似曲線を求める(対数正規分布で近似)

開始

繰り返し
= 1, 1, 

繰り返し

終了

最大強度 255 No
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図 3-9 (a)ビーム Aのみ、(b)ビーム Bのみ、(c)ビーム Aと Bの両方を伝送した場合の動

画から取り出した画像のサンプルと規格化された規格化強度と確率密度分布の関係[1] 

(画像中の灰色の四角形は解析領域、確率密度分布中の×マークは測定値、 

実線は測定値の対数正規分布への近似曲線を示す。) 
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し、デュプリケート光学系が空間光通信の通信品質の向上に有効であることが確認された。

本実験では、2 本のビームを生成して測定を行っている。しかし、確率密度分布が小さく

なる傾向は、より多くの数のビームを同時に伝送するほど顕著になる。 

図 3-10のビーム Aのみ、ビーム Bのみの確率密度の形状は異なる。想定よりも大気ゆら

ぎの影響が小さかったため、図 3-7 に示すように、ミラーとビームスプリッタを追加し、

デュプリケート光学系による 2ビームのビーム間隔を 29 mmに広げ、遮光板の配置により、

ビーム Aと Bを選択的に伝送した。ビーム Aと Bがそれぞれ異なる大気ゆらぎの状況の空

間を伝搬したため、それぞれの確率密度分布の形状が異なっている。 

注意すべき点は、先ほど述べた様に、今回の実験では大気ゆらぎの影響が想定よりも小

さかったことである。我々が構築・設計したデュプリケート光学系はより強い大気ゆらぎ

において平均化効果が得られるため、従来の平均化効果は光学系の出力ビームの数やビー

ム間隔を改良することで得られる。 

 

  

図 3-10 正規化強度と動画から算出した確率密度分布の対数正規分布近似曲線[1] 

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0

ビームAのみ
ビームBのみ
ビームAとB

平均 : 1.22
分散 : 0.52

平均 : 1.24
分散 : 1.27

平均 : 1.66
分散 : 9.68

規格化強度

確
率
密
度



第 3章 複数ビーム生成素子を適応した送信機能 
 

47 
 

3.5. ビーム拡がり角の制御のための複数ビーム生成素子 

まず、図 3-11 にビーム拡がり角の制御による空間伝搬損の低減の具体事例を示す。

OICET のアップリンクを想定し、ビーム拡がり角𝜃𝑑𝑖𝑣を 102 μrad、送信開口直径𝐷𝑡を 710 

mm、受信開口直径𝐷𝑅を 260 mm[66]、また、距離𝐿を 610 km [65]と仮定した。式(2-17)より、

空間伝搬損は 53.6 dBとなる。𝐿が 2倍の 1220 kmとなった場合、𝐿の増加に伴い、空間伝搬

損は 59.6 dBに増加する。しかし、𝜃𝑑𝑖𝑣を半分の 52 μradすると、空間伝搬損は初めの例と

同じく 53.6 dBとなる。よって、𝜃𝑑𝑖𝑣を半分にすることで、空間伝搬損を 6dBの低減できる。 

  

図 3-12 (a)に示すように、デュプリケート光学系は、入力面に 1×1 の開口部を持つフィ

ルタを挿入すると、アレイレンズのレンズ数に応じて 1 本のビームが複製され、出力面に

は 2×2 本のビームが出力される。入力面に 3×3 の開口部を持つフィルタを挿入すること

で、出力ビーム数はそれに対応して 6×6に増やすことができる。したがって、入力面のフ

ィルタを交換することで、デュプリケート光学系は出力ビームの数を制御することができ

る。 

出力ビームの総電力を変えずに、移動体の位置に応じてビーム拡がり角を制御するため

には、入力面に挿入されているフィルタが以下の 2つの条件を満たす必要がある。 

図 3-11 ビーム拡がり角の制御による空間伝搬損𝐺𝐿の低減 
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1つ目の条件がメッシュフィルタの挿入である。図 3-12 (b)に示すように、入力面にメッ

シュフィルタを挿入することで、小ビームの集合体が複製される。複製された画像の集合

(小ビームの集合体)は、移動体の位置まで伝搬し、干渉する。回折した平面波のビーム拡

がり角は𝜆 𝐷⁄  (𝜆は波長、𝐷は平行光の大きさ)に比例するため、メッシュの大きさを大きく

すると(𝐷を大きくすると)、各出力レーザ光のビーム拡がり角が狭くなる。これに対して、

メッシュの大きさを小さくすると(𝐷を小さくすると)、各出力ビームのビーム拡がり角が広

くなる。このように、メッシュの大きさを変えることでビーム拡がり角を調整できる。 

2つ目の条件が、フィルタの総面積を等しくすることである。図 3-12 (a)と(b)のように、

フィルタの総面積を等しくすると、デュプリケート光学系の出力ビームの総出力は等しく

なる。出力ビームの総出力を等しくすれば、大幅な電力の減衰抑制が可能である。 

また、移動体の位置に合わせてビーム拡がり角を制御するために、メッシュフィルタの

開口配列の形状、数、大きさ、外縁の大きさを適宜変更する必要があり、入力面内の既存

のフィルタを機械的に新しいフィルタに交換する必要がある。そこで、液晶フィルタの使

用を提案する。 

このように、ビーム拡がり角の制御を容易に実現し、さらに駆動部を必要とせずに 1 本

のビームから任意の本数のビームを生成することができるデバイスは、これまで提案され

ていない。 
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図 3-12 デュプリケート光学系によるビーム拡がり角の制御[3] 

(a) 入力面に 1×1の開口フィルタを挿入した場合、 

(b) 入力面にメッシュフィルタを挿入した場合 

(Copyright (2016) The Japan Society of Applied Physics) 
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3.6. 複数ビーム生成素子によるビーム拡がり角の制御の検討 

数値計算で得られた条件で、移動体位置でのレーザ光の光強度分布の数値解析を行った。

送信器の光学系の構造を変えずに、デュプリケート光学系の入力面に液晶フィルタを挿入

することで、可変開口によりビーム拡がり角の制御が可能であるか、シミュレーションに

よる検討を行う。数値計算の条件は以下の通りである。 

 強度が一定の平面波がデュプリケート光学系に入射する。 

 デュプリケート光学系と望遠鏡に収差がない。 

 ビームは大気中を伝搬するが、大気ゆらぎはない。 

 各ビームは、大気のコヒーレンス長によって分離されていないため、コヒーレント

である。 

これらの条件に従って、望遠鏡の開口から射出される光強度と位相が一様な複製された

複数ビームの回折強度分布を計算した。これらのビームは、屈折率が一定の大気中を伝搬

する。望遠鏡から移動体への光ビームの伝搬は、移動体までの伝送距離を𝑙、レーザの波長

を𝜆、出射ビームの最大領域を𝑑として、フラウンホーファ回折式により計算する。𝑧1面上

の複素振幅分布𝑈1(𝑥1, 𝑦1)は𝑧1面から𝑧軸に沿って𝑙の距離を回折しながら伝搬し、その複素

振幅が𝑈2(𝑥1, 𝑦1)となるとする。𝑑が𝑈1の最大拡散範囲、𝜆が波長の場合、条件 

𝑙 ≫ 𝑑2 𝜆⁄ (3-6) 

を満たすと、𝑈2(𝑥2, 𝑦2)は次式で表される[81], [82]。 

𝑈2(𝑥2, 𝑦2) =
𝑗𝑒−𝑖𝑘𝑙

𝜆𝑙
𝑒𝑥𝑝 [−𝑗𝑘

𝑥2
2 + 𝑦2

2

2𝑙
] ∬ 𝑈1(𝑥1, 𝑦1)𝑒𝑥𝑝 [𝑗

2𝜋(𝑥1𝑥2 + 𝑦1𝑦2)

𝜆𝑙
] 𝑑𝑥1𝑑𝑦1 (3-7) 

表 3-4 は、シミュレーションに用いた入力パラメータの詳細を示している。これらの値

は、式(3-6)の条件を満たしている。また、精度よくビーム照射幅を測定するため、図 3-13 

(e)の 5×5の矩形アレイビームにおいて、ピクセル数を 1000×1000から 45000×45000まで

増やし、ピクセルサイズを 1×1から 625×625 μm2まで大きくした様々な組み合わせの数値

計算を行い、回折パターンの半値全幅(Full width at half maximum : FWHM)が 0.18 kmとほと

んど変化しない最適化されたピクセル数とピクセルサイズを採用した。ピクセル数が少な

く、ピクセルサイズが小さい場合、移動体の受光面でのピクセルサイズが大きくなり、正

確な照射領域の幅が得られなくなるため、適切なピクセル数とピクセルサイズを選択する

最適化を行った。 
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図 3-13 (2)および図 3-13 (3)は、入力面上のフィルタの総面積を維持しながら、フィルタ

の開口アレイ数を変化させた場合の、移動体位置におけるレーザ光の光強度分布を示して

いる。これらのグラフは、望遠鏡の開口面から射出される光強度が 1 である一様なビーム

の光強度分布と、移動体の𝑦2 = 0におけるビームプロファイルを示している。最適化した

ピクセル数とピクセルサイズを使用し、図 3-4 の設計したデュプリケート光学系を用い、

射出ビーム全体が 15 mm×15 mmの範囲内に収まるようにしている。さらに、デュプリケ

ート光学系のマスクの領域を 15 mm×15 mmに拡張することで、分割数を増やしても、総

面積を維持している。これらの条件を満たし、射出する矩形ビームの大きさは等しく、ビ

ーム間隔は最大となるよう、ビームの大きさとビーム間隔を決定した。また、矩形ビーム

の数は 1×1、2×2、3×3、4×4、5×5である。 

図 3-13 (a)～(e)の(2)に示した全てのグラフは、光軸の位置(𝑥2, 𝑦2) = (0,0)における回折ビ

ーム中心の光強度が 2.54×10-9 a.u.という条件を満たしているが、プロファイルの形状は異

なっている。特に、(a)以外の場合は、サイドローブの光強度が(a)の場合よりも大きい。 

表 3-4 伝搬数値解析に用いた入力パラメータ 

波長 (μm) 1.550
伝播距離 (km) 2,000
大気の屈折率 1.0
ピクセル数 (pixels) 25,000×25,000
ピクセルサイズ (μm2)

3×3ビーム以外 25×25
3×3ビーム 33.33333.333
射出ビームの大きさ (mm2)

1×1ビーム 12.5×12.5
2×2ビーム 6.25×6.25
3×3ビーム 4.167×4.167
4×4ビーム 3.125×3.125
5×5ビーム 2.5×2.5
射出ビーム間隔 (mm)

2×2ビーム 2.5
3×3ビーム 1.233
4×4ビーム 0.8
5×5ビーム 0.625
射出ビームの最大範囲 (mm2)

1×1ビーム 12.5×12.5
2×2ビーム, 5×5ビーム 15×15
3×3ビーム 14.967×14.967
4×4ビーム 14.9×14.9
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図 3-14は、移動体での受信閾値を最大強度のおよそ 2割の 0.49×10-9 a.u.を仮定した場合

の移動体位置でのビーム照射の幅を示したもので、移動体位置でのビーム拡がり角を制御

する際に考慮すべき例である。サイドローブが閾値以上であれば、サイドローブを含む領

域を照射領域と判断した。また、サイドローブが閾値以下の場合は、中央のピークの領域

が照射領域となる。しかし、光地上局の望遠鏡から射出されたレーザ光が大気ゆらぎの影

響を受けずに伝搬すると仮定して計算しているため、中央のピークとサイドローブの間に

は光強度が 0 となる位置が存在する。光強度が 0 になる位置は、ビームが大気中を通過す

る際の大気ゆらぎの影響を受けて、ほとんど発生しない。また、デュプリケート光学系で

複製した各ビームの伝搬方向は、大気の影響を受けて時間とともに変化する。したがって、

ビームを重ね合わせた移動体では、各ビームに対応する光強度 0 の領域が重なる可能性は

極めて低い。 

移動体の位置における閾値以上のビーム照射幅を求めた結果、約 0.25～0.61 kmの範囲で

ビーム照射の幅を調整可能で、したがって、ビーム拡がり角を調整可能であることを確認

できた。また、ビーム照射領域はほぼ正方形であるため、デュプリケート光学系の入力面

上のフィルタの総面積が一定で、フィルタの配列数を変えた場合、照射面積を約 6 倍制御

することが可能である。さらに、フィルタの開口部の配列の形状、数、大きさ、間隔を変

えるとファーフィールドの光強度分布は変化するため、フィルタの開口部の配列の形状、

数、大きさ、間隔を最適化することで、ビーム照射の幅、つまり、ビーム拡がり角に大き

な変化が得られると考えている。 
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図 3-13 デュプリケート光学系の入力パターンを変更して移動体で得られた 
回折パターン(数値解析) 

(a) 1ビーム、(b) 2×2ビーム、(c) 3×3ビーム、(d) 4×4ビーム、(e) 5×5ビームの場合 
(1) 望遠鏡の開口面から射出されたビームの 2次元的光強度分布、 

(2) 移動体での 2次元光強度分布、(3) (2)の強度分布プロファイル(𝑦2 = 0) 
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図 3-14 移動体の位置におけるビーム照射幅の変化 
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3.7. まとめ 

本論文では，将来有望な大容量空間光通信の開発を目的に、大気ゆらぎの影響と、同時

に、空間伝搬損を低減し、通信品質の向上を図るために必要な技術として、送信機能へ複

数ビーム生成素子であるデュプリケート光学系を適応することを提案・検討し、以下の成

果を得た。 

(1) 大気ゆらぎの影響を低減するための複数ビーム生成デバイスとして空間光通信用小

型デュプリケート光学系の適応を提案した。従来提案されていた複数ビーム生成法

は、ビーム数を制御するために、新たな素子が必要である。しかし、今回提案する

デュプリケート光学系は、光学系の構造を変えることなく、簡単に出力ビーム数を

増やすことができる。したがって、デュプリケート光学系は、大気ゆらぎの状況に

応じて容易にゆらぎを抑えることができる非常に有用なデバイスである。 

(2) 空間光通信用の小型なデュプリケート光学系を構築するための簡単な設計手法を提

案し、幅広い応用の可能性を示した。提案したデュプリケート光学系が、非常に有

効なデバイスであることを数値計算により確認した。 

(3) 約 450 m の距離でビーム送信実験を行い、規格化強度の確率密度分布を算出し、伝

送ビーム数が増えるほど分散が小さくなることが分かった。これにより、デュプリ

ケート光学系が受信ビームの光強度の変動を抑え、大気ゆらぎの影響を抑制し、空

間光通信における光回線の通信品質の向上に有効であることを実験的に確認できた。 

(4) 空間伝搬損の低減を目的に、機械的駆動部なしで、移動体の位置に応じてビーム拡

がり角を制御するためにデュプリケート光学系を適応し、デュプリケート光学系の

入力面に液晶フィルタを挿入し、メッシュフィルタの開口数を変更することで、出

力ビームの総電力を変えることなく、レーザ光のビーム拡がり角を制御することを

提案した。 

(5) 回折を考慮した数値解析を行い、デュプリケート光学系によるビーム照射領域はほ

ぼ正方形になり、移動体が受信する光強度にサイドローブよりも小さい閾値がある

場合は、サイドローブよりも大きい閾値がある場合に比べて、ビーム幅が約 2 倍、

照射面積が約 6 倍になり、ビーム拡がり角が制御できることを確認した。デュプリ

ケート光学系による空間伝搬損の可能性を示した。 

これらの結果から、デュプリケート光学系は、大気ゆらぎの影響を低減し、空間伝搬損
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も低減できる空間光通信の通信品質の向上に非常に有効なデバイスであることが確認でき

た。 
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第4章 受信光の焦点制御を適応した受信機能 

4.1. UAVの大容量通信の要求 

前章まで、空間光通信の応用として検討が進んでいる、衛星と光地上局間の空間光通信

を事例として取り上げ、検討を加えてきた。本章では、図 4-1 に示すように、UAV-光地上

局間空間光通信に着目し、ビーム拡がり角の大きなビームを用い、また、距離に対し距離

変化が大きいために生じるレーザ光の進行方向に対する焦点位置の変動について、検討を

加える。 

UAV は、空中撮影、測量、警備・監視など、用途が拡大している。そこで、より高解像

度の多数の画像の伝送が求められている。現在、UAVに搭載されている測量用 4眼高速連

写カメラ(CN-DR400、ザクティ社)[83]の例を示す。2000 万画素の静止画を、4 つのカメラ

で高速連写し、1 秒間に 2.88 Gbit のデータが取得され、外部メモリに保存する。そのため、

図 4-1 小型 UAV-光地上局間空間光通信[2] 

(Copyright (2021) The Japan Society of Applied Physics) 

 

 

焦点制御

受信器

送信器 望遠鏡

光ファイバ

光地上局

小型UAV

 

表 4-1 測量用 4眼高速連写カメラ(CN-DR400、ザクティ社)の仕様[83] 

画素数 (pixels) 2000万
圧縮方法 JPEG/DNG(RAWデータ)
連写速度(fps/camera) JPEG : 2、DNG : 1
ストレージ (GB) 最大512 (SDXC)×4
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ワイヤレス通信を適応した場合、少なくとも 2.88 Gbpsの大容量通信が要求される。 

このように、UAVの用途の拡大に伴う大容量の通信の要求により、UAVと光地上局間へ

の空間光通信の適応が注目されるなど、空間光通信の応用の範囲が広がっている。 
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4.2. 通信距離の変化に伴う課題 

小型 UAVから送信されたレーザ光が地上局の望遠鏡で受光され、光ファイバに直接結合

されることを想定した場合、人工衛星などの移動体との長距離の空間光通信では姿勢揺れ

による指向誤差を抑制するために自動指向ジンバルが搭載されている[84]が、最大積載量

の制限から小型 UAV にジンバルを搭載することは困難である。そのため、小型 UAV-光地

上局間空間光通信では、揺れを十分にカバーするビーム拡がり角を持つレーザ光を送信す

る必要がある。しかし、送信ビームに拡がりがあるため、小型 UAVから光地上局までの距

離に応じて、レンズによる受信ビームの焦点位置が変動する。そのため、光ファイバに結

合される受信ビームの電力が極端に低下し、通信品質が低下する。しかし、知る限り、こ

れまで距離の変化については考慮されてこなかった。そこで、光地上局の受信機能に焦点

制御を適応することを提案する。 

4.3節では、距離変化による受信ビームの焦点位置の変化を数値計算により定量的に評価

し、通信の成立性の観点から焦点制御の必要性を明らかにする。さらに、焦点制御により

光ファイバとの結合効率が向上することを確認する。4.4節では、大気ゆらぎが生じている

地上の 2点間の 450 m伝搬したレーザ光を、焦点制御を適応した受信機能で受光する屋外

実験について報告する。この実験により、大気のゆらぎの影響下で受信ビームの焦点位置

を制御できることを確認し、実環境での通信品質の向上が可能であることを確かめる。 
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4.3. 受信光の焦点制御の提案 

4.3.1. 受信光の焦点制御 

図 4-2 (a)は、従来の小型 UAV-光地上局間光通信システムの模式図である。受信器は、レ

ンズ L1と L2から成る縮小光学系に加え、精捕捉追尾系、レンズ Lと光ファイバで構成さ

れる。それぞれのレンズの焦点距離を𝑓1、𝑓2、𝑓、また、L1の開口半径を𝑅1、Lから光ファ

イバの端面までの距離を𝑑′とする。小型 UAV からのレーザ光は距離𝐿′伝搬し光地上局で受

光され、光ファイバの端面に集光する。 

図 4-2 (b)は小型 UAVが受信器に対し水平方向に移動し、小型 UAVと受信器までの距離

が𝐿となった受信器を示している。受信器に入射した光は L1に入射し、L1の背後から距離

𝑑1、L2の前方𝑑2の位置で焦点を結んだ後、再度拡がり L2に入射する。L2を通り距離𝑑4だ

け伝搬し Lに入射する光は、L2の背後から距離𝑑3の点光源から射出された光のように作用

する。また、Lにビーム半径𝑅で入射する。図 4-2 (b)に示すように、送信されたレーザ光は

小型 UAVの姿勢揺れをカバーするビーム拡がり角を持つため、受信されたレーザ光の焦点

は、UAV から受信器までの距離に応じて L の背後、距離𝑑の位置に移動し、受信ビームの

光ファイバへの結合効率が低下する。この焦点の変動を防ぐために、受信ビームの焦点を

制御可能なレンズを適応する。どのレンズにも適応可能であるが、ここでは、例えば、レ

ンズ Lを可変焦点レンズに置き換える。 

一方で、UAV の受信器に対する垂直方向の移動に伴い、レーザの進行方向に対して垂直

に焦点が移動する。この移動の低減のためには、すでに高速な駆動ミラーを用いた精捕捉

追尾系が適応されている。 
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図 4-2 小型 UAV-光地上局間空間光通信の受信器への焦点制御の適応[2] 

(a) 小型 UAVから光地上局までの距離が𝐿′の場合の従来の受信器 

(b) 距離が𝐿に変わった場合の従来の受信器と焦点制御を適応した受信器 

(Copyright (2021) The Japan Society of Applied Physics) 

精捕捉
追尾系

LL1 L2

光ファイバ

縮小光学系

受信器

光ファイバ

L

可変焦点レンズ
F

焦点制御
の適応

L1 L2

光ファイバUAV

UAV

(a)

(b)



第 4章 受信光の焦点制御を適応した受信機能 
 

62 
 

4.3.2. 液晶空間光変調器(LCOS-SLM) 

焦点制御が可能な可変焦点レンズとして様々なデバイスが提案されており、すでに高速

オートフォーカスシステム[85]や光スイッチング[86]、光ピンセット[87]など、幅広い分野

で用いられている。中でも、液晶空間光変調器(Liquid crystal on silicon-spatial light 

modulation : LCOS-SLM)は、可変焦点レンズとして動作する際に精密な位相変調が可能で、

また、軽量化も可能である[88]。そこで LCOS-SLM の適応を提案する。容易な取り扱いと

軽量化に伴う光地上局の可搬性の向上は、空間光通信の新たな応用の拡大に繋がる[89]。 

 

4.3.3. 受信光の焦点変動 

距離に応じて変化する受信ビームの焦点位置𝑑は、以下の一連の式で求められる。 

𝑑1 =
𝑓1𝐿

𝐿 − 𝑓1

(4-1) 

𝑑2 = 𝑓1 + 𝑓2 − 𝑑1 (4-2) 

𝑑3 =
𝑓2𝑑2

𝑓1 − 𝑑2

(4-3) 

𝑑 =
𝑓(𝑑3 + 𝑑4)

𝑑3 + 𝑑4 − 𝑓
(4-4) 

図 4-3は、これらの式から求めた、距離𝐿に対する Lの背後から焦点までの距離𝑑と Lの

焦点距離𝑓との差を示している。つまり、𝑓を基準とする焦点の変動距離の関係である。図 

4-3を求めるために、実験を想定した値として、𝑓1を 150 mm、𝑓2を 40 mm、𝑑4を 216 mm、

𝑓を 100mm、150mm、200mmと仮定した。さらに計算条件として、𝐿は 30 m～500 mとし

た。この値は、日本の安全規制のガイドラインで要求されている 2つの UAVの運用条件に

より決定した[90], [91]。さらに、光源は点光源を仮定とした。この仮定は、出射ビームの

直径が𝐿よりはるかに小さいことに基づいている。また、照射領域が受信望遠鏡の開口部

をカバーするように、出射ビームのビーム拡がり角が送信器のレンズ系により制御される。

波長𝜆は 1.55 μm、ビーム品質係数𝑀2は 1.4で、地上の光ファイバ網で使用される半導体レ

ーザの代表的な値である。𝑓が 100 mm、200 m、300 mの 3パターンについて検討した。𝑓

が 200 mmの場合、𝐿と𝑓の差は、𝐿が 30 mでは 19.1 mm、𝐿が 500 mでは 1.1 mmとなり、𝐿

が短いほど受信ビームの焦点位置の変化が大きくなることが分かる。さらに、同じ𝐿では𝑓
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の値が大きいほど、受信ビームの焦点の位置変化が大きくなる。 

 

 

4.3.4. 焦点制御の実証 

ファイバの結合効率𝜂は、ファイバに結合した電力𝑃𝑇とファイバへの入射総電力𝑃𝑆を用

い、 

𝜂 =
𝑃𝑇

𝑃𝑆

(4-5) 

と表される値であり[92]、焦点制御を適応した場合の結合効率𝜂𝑓は次のように求められる

[93]–[97]。 

𝜂𝑓 = [1 − exp (−
2𝑎2

𝑀2𝑤0
2)] [1 − exp (−

2𝜃2

𝑀2𝜙0
2)] (4-6) 

𝐹 =
(𝑑3 + 𝑑4)𝑑′

𝑑3 + 𝑑4 + 𝑑′
(4-7) 

図 4-3 距離𝐿および Lの背後から焦点までの距離𝑑と Lの焦点距離𝑓との差の関係[2] 

(Copyright (2021) The Japan Society of Applied Physics) 
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𝜎 ≈ 0.21
𝜆

𝑅 𝐹⁄
(4-8) 

𝑤0 = 2𝜎 (4-9) 

𝜃 = arcsin(𝑁𝐴) (4-10) 

𝜙0 = λ 𝜋𝑤0⁄ (4-11) 

𝑅 = −
𝑅1𝑑2(𝑑3 + 𝑑4)

𝑑1𝑑3

(4-12) 

なお、レンズによって形成されるビームパターンはガウス分布に近似している。 

焦点制御を行わない場合の結合効率𝜂𝑛は次のように与えられる。 

𝜂𝑛 = [1 − exp (−
2𝑎2

𝑀2𝑤′
0
2)] [1 − exp (−

2𝜃2

𝑀2𝜙′
0
2)] (4-13) 

𝑤′′
0 ≈ 2 ∙ 0.21

𝜆

𝑅 𝑓⁄
(4-14) 

𝑤′
0 = 𝑤′′

0 + |𝐹 − 𝑓| ∙
𝑅 − 𝑤′′

0

𝑓
(4-15) 

𝜙′
0

= λ 𝜋𝑤′′
0⁄ (4-16) 

図 4-4 にこれらの式を用いて算出した、距離𝐿と焦点制御ありとなしの結合効率𝜂の関係

を示す。𝐿′を 500 m、マルチモードファイバのコア半径𝑎を 25 μm、開口数(NA)を 0.22とし

た。今回は、高いファイバの結合効率と光地上局の簡易化を目的に、受信光をレンズによ

り光ファイバに直接結合させ、マルチモードファイバにより受信器外のフォトディテクタ

に導光することを想定した。受信光をレンズによりフォトディテクタに集光させる場合と

異なり、通信速度の変化に応じたフォトディテクタの調整を容易に行うことができる。ま

た、フォトディテクタを受信器から離れた屋外に設置し、電源供給を屋内で行うことも可

能である[98], [99]。実験を想定した値である、𝑅1が 25 mm、𝑑′が 235 mm、および、距離 30 

mの場合、図 4-4より、焦点制御により結合効率は 0.22 %から 91 %へと大幅に改善され、

𝐿が変化しても通信品質の向上が可能であることが分かった。 

また、𝐿が最小の 30 m において、焦点制御がある場合の結合効率が最大となっているが、

この𝐿が 30 mに対する最適化を行ったのではなく、対象とした距離 30～50 mのそれぞれの

距離に対して、可変焦点レンズによりファイバ端面に集光する、つまり、ファイバ端面に

おいて可変焦点レンズが形成するビーム径が最小となる最適化を行っている。焦点制御が
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あり、𝐿が 100 mより小さい場合、𝐿が小さくなると、𝑤0が約 22から 19 μmと小さくなる。

また、𝜙0は約 23から 26 μradと大きくなるが、𝜃 ≫ 𝜙0であるため、結合効率が 85から 91 %

に向上する。焦点制御があり、𝐿が 100 m以上の場合、𝑤0は約 22～23 μm、𝜙0は約 22～23 

μradとほぼ一定であるため、結合効率もほぼ一定の約 82～85 %となる。ここで、𝑤0はファ

イバでのビーム半径、𝜙0はファイバへのビームの入射角、𝜃はファイバの最大受光角であ

る。 

さらに、焦点制御を行わない場合の結合効率𝜂𝑛、受信面での電力密度を計算し、それぞ

れ𝐿𝑚𝑎𝑥が 500 mで得られた値で正規化した値と、両方の正規化した値を考慮した総合効率

を図 4-5に示す。 

𝐿𝑚𝑎𝑥が 500 mの場合と比較して、総合効率は𝐿が 55 mで 1.5 dB減衰しており、提案する

焦点制御の必要性を示している。この計算により、トランシーバとしてイーサネット用の

通信モジュールである SFP(Small form-factor pluggable)トランシーバを空間光通信システム

に搭載する例を挙げると、SFPの光信号検出下限値が一般的には-24 dBmであることから、

指向誤差がない場合、30～500 mの距離で光信号の受信に約-22.5 dBm以上が求められるこ

とが分かった。 

図 4-4 距離𝐿と結合効率𝜂の関係[2] 

(Copyright (2021) The Japan Society of Applied Physics) 
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図 4-5 距離𝐿および(I)𝜂𝑛の割合、(II)電力密度の割合と(III)総合効率の関係[2] 

(Copyright (2021) The Japan Society of Applied Physics) 
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4.4. 焦点制御の実証実験 

次に、大気ゆらぎの生じる実環境下で、提案した焦点制御の可能性を実証するため、

2018年 8月 20日～23日に、図 4-6に示すように、東海大学湘南キャンパスにおいて，A地

点から B 地点に送信されるレーザ光の焦点位置を制御する屋外実験を実施した。A 地点と

B地点の 2点間の距離は約 450 mである。これは 4.3節の数値計算で用いた最大距離に近い

ものである。また、数値計算では波長を 1.55 μmとしたが、装置の制約から 675 nmの波長

を用いた。光源の波長を 675 nmから 1.55 μmへ変更する場合、レンズなどの材料の光学特

性は波長に依存するため、波長に合わせて光学系を変更する必要があるが、実験結果には

同様の傾向が見られ、実証となると考えている。 

図 4-7 (a)に示すように、受信器の縮小光学系に入射したレーザ光は、ミラー(Mirror : M)，

偏光板(Polarizer : P)、ビームスプリッタ(Beam splitter : BS)を通り、可変焦点レンズとして用

いた LCOS-SLMで反射される。BSで折り返されたビームは対物レンズ(Objective lens : OL)

で拡大され、その光強度分布を所定の位置に固定された CCDカメラで観測する。 

𝑓1が 150 mm、𝑓2が 40 mmのため、縮小光学系の倍率は 0.27である。また、𝑅1は 25 mm

である。さらに、浜松ホトニクス製の LCOS-SLMの有効画素数は 792×600 pixels、その画

素ピッチは 12.5 μm、CCDカメラの解像度は 2048×1088 pixels、画素サイズ 5.5 μm×5.5 μm

である。ただし、OLの拡大効果により、CCDカメラの 1画素は 1.2 μm×1.2 μmに相当す

る。 

焦点距離が𝐹のレンズ効果は、LCOS-SLMの位相分布𝜙(𝑟)が 

𝜙(𝑟) = 𝑚𝑜𝑑 (
2𝜋

𝜆
(𝐹 − √𝑟2 + 𝐹2) , 2𝜋) (4-17) 

となると得られる。ここで、𝜆は入力するレーザ光の波長、𝑟はレンズの半径である[100]–

[102]。図 4-7 (b)は、LCOS-SLM に入力した画像データの一例で、この画像の入力により

LCOS-SLMの位相分布が変調され、𝐹が 239.9 mmのレンズ効果を得ることができる。 

実験の際には、LCOS-SLMの有効エリア(9.9 mm×7.5 mm、792×600 pixels)に対して、お

よそ直径 7.5 mm 、600 pixelsのビームを入射した。 
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450m 19号館
10階: 675 nm
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B地点

送信器

可変焦点レンズを
適応した受信器

図 4-6 実験の模式図[2] 

(Copyright (2021) The Japan Society of Applied Physics) 

 

図 4-7 焦点制御を適応した受信器[2] 

(a) 可変焦点レンズとして LCOS-SLMを搭載した受信器 

(b) LCOS-SLMに入力したサンプル画像 

(Copyright (2021) The Japan Society of Applied Physics) 
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図 4-7 (a)のように、焦点距離𝐹を変えながら、受信ビームの光強度分布を CCDカメラで

観察すると、観察面に焦点が合っている場合には、ビーム直径が最小になる。焦点が観察

面から離れるとビーム直径が大きくなるため、カメラの画像によって焦点制御が確認でき

る。 

図 4-8は、実験で得られた光強度分布の一例で、𝐹が 239.9 mmの場合に得られた 2次元

と 1次元強度分布である。 

さらに、図 4-9に示すように、𝐹を変えて得られた強度分布からビーム直径を推定した。

撮像されたスポットは円形で、最大光強度の半分の値以上の光強度を持つ画素で構成され

ると仮定した場合、有効直径𝑤は以下の式で表される。 

𝑤 = 2√
𝑛

𝜋
𝑙 (4-18) 

ここで、𝑛は最大光強度の半分以上の光量を持つ画素の数、𝑙は正方形の画素の幅に相当す

る物理的な長さである。 

図 4-9より、𝐹を大きくすると𝑤が徐々に小さくなり、𝐹が 239.9 mmのときに最小の𝑤が

得られることが分かる。大気ゆらぎの影響により集光特性にノイズが乗っており、また、

図 4-8 可変焦点レンズの焦点距離𝐹が 239.9 mmでの光強度分布 
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大気ゆらぎに伴う光軸に対するミスアライメントにより対称性がやや崩れているが、大気

ゆらぎの影響下における LCOS-SLMの焦点制御による集光位置の変化を確認することがで

きた。これにより、大気ゆらぎの影響下で焦点制御が可能であることが分かり、小型 UAV

と地上局との通信距離が変化しても、空間光通信の通信品質の向上ができる可能性が示さ

れた。 

さらに、実験結果と数値計算結果を比べる。先ほど、数値計算として挙げた図 4-4 にお

いて、距離 30～500mにおける可変焦点レンズの焦点制御範囲は、213.20～233.46 mmであ

った。実験では、距離およそ 450 mで 227.6～251.3 mmの範囲の焦点制御を確認した。数値

計算と実験において焦点可変範囲の幅はほぼ同じであり、計算の 30～500 m の範囲の補正

が可能な実験結果が得られた。 

数値計算による距離 450 m でファイバ端面に焦点が位置する可変焦点レンズの焦点距離

は 233.3 mmである。図 4-9より、距離およそ 450 mの実験では、最小の有効直径を示した

焦点距離が 239.9 mm であるため、CCD の観察面上に光ファイバ端面を設置した場合、焦

点距離 233.9 mmの可変焦点レンズによる焦点がファイバ端面に位置することになる。実験

は数値計算では考慮していない光学系のミスアライメントと大気ゆらぎ、測定した集光特

性の可変焦点レンズの焦点距離の間隔の影響を受けるが、ファイバ端面に焦点が位置する

図 4-9 実環境下の受信光の集光特性[2] 

(Copyright (2021) The Japan Society of Applied Physics) 
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可変焦点レンズの焦点距離の数値計算と実験の差は僅か 6.6 mmとなった。 

UAV の飛行状態を考慮すると、姿勢の変動によってビームの伝搬方向が不安定になり、

受信面での光信号の焦点が移動する。この現象に対しては、姿勢の変化によって生じる集

光ビームの移動と、距離の変動によって生じる集光ビームの移動が空間的に直交している

ため、提案した焦点制御は有効ではない。したがって、この場合は、受信ビームの集光光

学系の前に、ビームの伝搬角を補正する機能を追加する必要がある。このような機能は、

例えば、受信光学系にステアリングミラーを設けたり、送信光学系にジンバルを設けたり

することで実現可能である。また、補正が可能な角度が狭い範囲に制限されるものの、

LCOS-SLMによる角度補正を組み込むことも考えられる。 
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4.5. まとめ 

本研究では、小型 UAVから地上への空間光通信における光回線の通信品質の向上を図る

ため、通信距離の変化に応じて受信レーザ光の焦点を制御し、受信器の光ファイバに結合

させることを提案した。 

数値計算の結果、この焦点制御法によって結合効率が向上することが分かった。さらに、

結合効率と電力密度の両面から、受信ビームの焦点位置を制御する必要性が明らかになっ

た。 

また、ビームを屋外で地上の 2点間の 450 m伝搬させる実験を行い、大気ゆらぎの影響

下で、可変焦点レンズによる受信ビームの焦点位置の制御の可能性を確かめた。今回提案

した受信光の焦点制御を適応した受信機能は、大気ゆらぎのある実環境下での光回線の通

信品質の向上の可能性がある。  
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第5章 指向誤差を考慮した通信品質の推定 

5.1. 指向誤差に伴う課題 

本章では、UAV-光地上局間空間光通信に着目し、UAVに送受信のアンテナ軸を高精度で

一致させる捕捉追尾システムの搭載が難しいために生じる指向誤差について、検討を加え

る。 

UAV-光地上局間空間光通信において、UAV本体の揺れとレーザ光の高い指向性により、

通信相手への指向誤差を補正する機能が送信器に求められる。このような補正システムと

してボディポインティングやジンバル機構があり、それらの中から適切なものを選択する

必要がある。そのため、指向精度の要求値を明らかにすることが重要である。そこで、通

信品質を評価する指標の 1つである BERに着目した。受信器のフォトディテクタの受信電

力と生じる雑音電力を求めることで BERの推定を行い、伝搬ビームに対する大気ゆらぎの

影響を考慮し、通信相手の相対的な位置の変化に対する指向誤差の許容範囲を明らかにす

る。 
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5.2. 指向誤差に対する BERの算出 

図 5-1 に示すように、ガウスビームが小型 UAV から光地上局へ角度𝜁で射出され、大気

ゆらぎの影響を受けながら距離𝐿だけ伝搬する。小型 UAV の機体揺れにより、光地上局の

受信器はガウシアンビームの光軸から距離𝑟、角度にすると𝜃だけずれた位置にある。𝜃を

指向誤差という。 

𝜃に対するBERの算出において、大気ゆらぎにはH-V 5/7モデルを適応した。さらに、図 

5-2 に示す Nonreturn-to-zero(NRZ)および Return-to-zero(RZ)信号を用いたオンオフ変調(On-

off  keying : OOK)方式[103]を採用し、送信平均電力は一定と仮定した。平均電力を一定と

仮定しているため、RZ信号の信号’1’におけるデューティ比が 50 ％の場合、RZ信号の最大

送信電力は NRZの 2倍となる。なお、計算に用いた記号は表 5-1に示す。 

  

図 5-1 UAV-光地上局間空間光通信[7] 

ガウシアンビーム
プロファイル

小型UAV
送信器

受信器
光地上局

指向誤差

ビーム
拡がり角
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図 5-2 (a)NRZ信号と(b)RZ信号 

 

1 1 0 0 1 0

(a)

(b)

1 1 0 0 1 0

P

P

t

t

表 5-1 指向誤差に対する BER算出パラメータ[7] 

指向誤差に対する BERの算出パラメータ 波長 (μm) 1.55
UAVの高度 (km) 6.47~129
光地上局の高度 (m) 0
送信器開口でのビーム半径 (μm) 95
天頂角 (degree) 75
送信器開口でのビームの曲率半径 (m) ∞
地上での疑似風速 (m/s) 21
屈折率構造関数 の公称値 (m-2/3) 1.7×10-14

受信器の光アンテナの開口半径 (mm) 10
送信電力 (mW) 67.4
量子効率 0.8
帯域幅 (Hz) 1×109

暗電流 (A) 10×10-9

フォトダイオードの雑音指数 1
フォトダイオードの抵抗負荷 (Ω) 1000
温度 (K) 298
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距離𝐿は 

𝐿 = (𝐻 − ℎ0) cos 𝜁⁄ (5-1) 

と示され[64]、また、指向誤差𝜃は 

𝜃 = 𝑎𝑟𝑐𝑡𝑎𝑛(𝑟 𝐿⁄ ) (5-2) 

と表される。 

さらに、受信器の光アンテナでの平均光強度〈𝐼(𝑟, 𝐿)〉は、以下の式から求められる[64]。

ここで、𝑊は大気ゆらぎの影響を受けない場合の受信器開口でのビーム半径、𝑊𝑒は大気ゆ

らぎの影響を受けた場合の受信器開口でのビーム半径である。 

⟨𝐼(𝑟, 𝐿)⟩ =
𝑊0

2

𝑊𝑒
2 𝑒𝑥𝑝(−2𝑟2 𝑊𝑒

2⁄ ) (5-3) 

𝑊𝑒 = 𝑊(1 + 𝐺𝑑)1 2⁄ (5-4) 

𝑊 = 𝑊0(𝛺0
2 + 𝛺2)1 2⁄ (5-5) 

𝛺0 = 1 −
𝐿

𝐹0

(5-6) 

𝛺 =
2𝐿

𝑘𝑊0
2

(5-7) 

𝑘 = 2𝜋 𝜆⁄ (5-8) 

𝐺𝑑 = 4.35𝜇2𝛬5 6⁄ 𝑘7 6⁄ (𝐻 − ℎ0)5 6⁄ 𝑠𝑒𝑐11 6⁄ (𝜁) (5-9) 

𝜇2 = ∫ 𝐶𝑛
2(ℎ) (

ℎ − ℎ0

𝐻 − ℎ0
)

5 3⁄

𝑑ℎ
𝐻

ℎ0

(5-10) 

𝐶𝑛
2(ℎ) = 0.00549(𝑣 27⁄ )2(10−5ℎ)10𝑒𝑥𝑝(−ℎ 1000⁄ )

+2.7 × 10−16𝑒𝑥𝑝(−ℎ 1500⁄ )+A𝑒𝑥𝑝(−ℎ 100⁄ ) (5-11)
 

𝛬 =
2𝐿

𝑘𝑊2
(5-12) 

次に、受信器の光アンテナの開口部は、受信器の光アンテナの平面上のビーム径に比べ

て十分に小さいと仮定する。この仮定とガウシアンビームの総電力[104]を考慮し、受信電

力𝑃𝑅は下の式で得られる。 

𝑃𝑅 = ⟨𝐼(𝑟, 𝐿)⟩ × 𝜋𝑅𝑅
2 × 𝑃𝑇

2

𝜋𝑊0
2 (5-13) 

ここで、𝑃𝑇は送信電力である。 
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さらに、SN比は、フォトダイオードの熱雑音とショット雑音を考慮し、次の式で得られ

る[105]–[107]。 

𝑆𝑁𝑅 =
𝐼𝑝

2

2𝑞𝐵(𝐼𝑝 + 𝐼𝐷) + 4𝑘𝐵𝑇𝐵 𝐹𝑛 𝑅⁄
𝐿

(5-14) 

𝐼𝑝 = 𝜂𝑃𝑅𝑞 ℎ𝜈⁄ (5-15) 

𝜈 = 𝑐 𝜆⁄ (5-16) 

𝑞は電気素量、𝑘𝐵はボルツマン定数、ℎはプランク定数、𝑐は光速である。 

また、NRZ信号と RZ信号(デューティ比が 50 %)による BERはそれぞれ以下の式で表さ

れる[105]。 

𝑃r𝑁𝑅𝑍 =
1

2
𝑒𝑟𝑓𝑐 (

√𝑆𝑁𝑅

2√2
) (5-17) 

𝑃r𝑅𝑍 =
1

2
𝑒𝑟𝑓𝑐 (

√𝑆𝑁𝑅

2
) (5-18) 

以上の流れで、BERが計算できる。今回の BERの計算において、受信器の光アンテナで

の平均光強度⟨𝐼(𝑟, 𝐿)⟩の値を用いた。BERの算出のためには、大気ゆらぎにより生じる受信

器の光アンテナにおける強度変動を考慮する必要がある[108]が、今回は強度変動の影響を

受けないと仮定した。  
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5.3. 指向誤差の許容範囲 

小型 UAVから波長𝜆が 1.55 μm、ビーム拡がり角𝜃𝑑𝑖𝑣が 5.2 mrad、送信電力𝑃𝑇が 67.4 mW

のガウスビームを 𝜁75度で射出し、開口部半径𝑅𝑅が 10 mmの光学アンテナを用いて受光す

る。𝐿は 25～500 mとし、さらにその他のパラメータを表 5-1に示す。 

𝐿は、プライバシーを考慮し[109]、また、日本の安全規制のガイドラインで要求されて

いる 2つの UAVの運用条件によって決定した[90], [91]。𝐿が 500 mにおける UAVの機体揺

れを 5 m と想定し、これをカバーできるビームの照射に加え、受光面におけるビーム半径

を𝑊とした場合、ガウシアンビームが光軸を中心に−𝑊から𝑊の範囲に 68 %のエネルギー

が集中することを考慮し、𝜃𝑑𝑖𝑣は 5 mradよりも少し大きい 5.2 mradとした。また、𝐿が 500 

mにおける光軸上での受信電力𝑃𝑅が 2 μWとなる𝑃𝑇、67.4 mWを仮定した。𝑃𝑇については、

人体への安全性を考慮済みである。米国規格協会(American national standards institute : ANSI) 

Z136.1 レーザの安全利用上位基準では、人体への露光が安全とされるレーザ放射レベルの

最大値である最大許容露光量(Maximum permissible exposure : MPE)は、波長 1.55 μmにおい

て、肌の大面積露光(露光面積が 0.1 m2を超える場合)では 100 W/m2、目では 1 kW/m2であ

る。最短の𝐿である 25 m におけるビームの光軸上では 25.4 mW/m2となる。また、この𝑃𝑅

は、実際に入手できる受信器を用い、1 Gbps 以上を達成可能である。さらに、表 5-1 にお

ける、H-V 5/7 モデルに関するパラメータは[64]を、フォトダイオードの各パラメータは

[105]を参考にした。これらの条件を用い、前節の計算式に従って、指向誤差に対する BER

を算出した。 

図 5-3は、得られた数値計算結果の一例で、距離𝐿が 25 m、250 m、500 mにおける指向

誤差𝜃と受信電力𝑃𝑅の関係、および、指向誤差𝜃と BER の関係である。𝐿が大きくなる程、

𝑃𝑅が低下することが分かる。また、いずれの𝐿においても、𝜃が 0 に近づくに従い、すなわ

ち、𝜃が小さくなるほど BERが小さくなる。 

さらに、NRZよりも RZの方が BERは小さくなった。図 5-2に示すように NRZは信号’1’

の場合、全てのビットの持続時間を光パルスが占めるが、RZは持続時間の一部を光パルス

が占める。前述のように、今回の数値計算では NRZも RZも送信平均電力は一定と仮定し

たため、RZ の信号’1’において例えば光パルスの持続時間の 50 %を占めると仮定した場合、

送信する光パルスの電力は NRZよりも RZの方が 2倍大きくなる。このように、NRZより

も RZの送信する光パルスの電力が大きくなることから、BERが小さくなったと考える。 
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図 5-3 距離𝐿ごとの指向誤差𝜃と受信電力𝑃𝑅、BERの関係 

(a) 𝐿が 25 mの場合、(b) 𝐿が 250 mの場合、(c) 𝐿が 500 mの場合 
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また、一般に BERが 10-6以下の場合に通信可能[110]とされていることから、BERが 10-6

以下となる𝜃の値に着目すると、𝐿が 25 mの場合の BER≦10-6となる𝜃の許容範囲は、NRZ

が 18.7 mrad、RZが 19.2 mradとなった。𝐿が 250 mの場合は NRZが 10.0 mrad、RZが 10.9 

mrad、𝐿が 500 mの場合は NRZが 5.10 mrad、RZが 6.70 mradとなった。 

さらに様々な𝐿における𝜃に対する BER を計算し、得られた BER≦10-6となる指向誤差𝜃

の許容角度範囲(全角)を図 5-4に示す。𝜃の許容範囲は、NRZと RZ信号ともに𝐿が大きくな

る程、小さくなる。NRZと RZ信号による許容範囲の最大はそれぞれ 18.7、19.2 mrad、最

小は 5.10、6.70 mrad を示した。よって、BER≦10-6において要求される指向精度は、この

BER≦10-6となる𝜃の許容範囲の最小値となり、NRZ信号で 5.1 mrad、RZ信号で 6.7 mradで

ある。したがって、大気ゆらぎの影響を考慮した指向誤差補正システムに要求される指向

精度を推定することができた。 

平均電力が一定の場合、光パルスに含まれる電力はデューティ比に反比例するため、指

向精度の緩和には RZ信号の方がNRZ信号よりも有利となる。ただし、RZ信号の周波数帯

域は NRZ信号よりも広がるため、受信器が許容する帯域幅に留意する必要がある。 

さらに、同じ条件で、𝑃𝑇の値のみを変更した BER≦10-6となる NRZ信号と RZ信号での

𝜃の許容範囲(全角)を図 5-5に示す。𝑃𝑇が 1/2倍の 33.7 mW、1/5倍の 13 .4 mW、1/10倍の

6.74m Wの場合を取り上げた。𝑃𝑇が 1/2倍の場合の RZ信号の BER≦10-6において要求され

る指向精度は、𝐿が 500 mにおける最小の𝜃の許容範囲である 2.7 mradと推定した。𝑃𝑇が 1/2

図 5-4 距離𝐿と指向誤差𝜃の許容範囲(全角)の関係[8] 
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倍の場合の RZ信号以外の、𝑃𝑇が 1/2倍の NRZ信号、1/5倍の RZ信号と NRZ信号、1/10倍

の RZ信号と NRZ信号においては、𝜃の許容範囲の最小値が 0 radとなったことから、BER

≦10-6の通信の実現には、RZ信号では𝑃𝑇が 33.7 mW以上、NRZ信号では 67.4mW以上必要

であることが明らかになった。  

図 5-5 送信電力𝑃𝑇を変えた場合の距離𝐿と指向誤差𝜃の許容範囲(全角)の関係 

距離 [m]

指
向
誤
差
の
許
容
範
囲

[m
ra

d]

0

5

10

15

20

0 100 200 300 400 500 600

θ [mrad]

θ [mrad]：1/2

θ [mrad]：1/5

θ [mrad]：1/10

θ [mrad]

θ [mrad]：1/2

θ [mrad]：1/5

θ [mrad]：1/10

NRZ信号：送信電力 1倍

：送信電力 1/2

：送信電力 1/5

：送信電力 1/10

RZ信号 ：送信電力 1倍

：送信電力 1/2

：送信電力 1/5

：送信電力 1/10



第 5章 指向誤差を考慮した通信品質の推定 
 

82 
 

5.4. まとめ 

指向誤差が通信品質に与える影響を BERに着目し検討を行った。伝搬ビームに対する大

気ゆらぎの影響を考慮し、受信器のフォトディテクタで得られる受信電力と雑音から求め

た SN比を用い、指向誤差に対する BERを算出する計算方法をまとめた。この計算方法を

用い、避けられない機体揺れの生じるUAV-光地上局間空間光通信を想定した数値計算を行

った。NRZと RZ信号による BERが 10-6以下となる指向誤差の許容範囲(全角)の最大がそ

れぞれ 18.7、19.2 mrad、最小は 5.10、6.70 mradとなることを示した。数値計算により、大

気ゆらぎの影響下で BERが 10-6以下の指向誤差の許容範囲を具体的に求め、送信器に設置

する通信相手への指向誤差を補正する補正システムに要求される仕様、つまり、小型 UAV

のボディポインティングやジンバルの指向精度の要求値が明らかとし、指向誤差により生

じる SN比の低減抑制の可能性が示された。
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第6章 結論 

6.1. 本研究の結論 

本研究は、将来の大容量通信の技術候補である空間光通信の実用化に貢献するため、空

間光通信の送信機能、受信機能、通信品質に着目し、光回線の通信品質向上を図るための

提案の基本原理について数値計算と実証実験による考察を行ったものである。 

大気ゆらぎの影響と空間伝搬損により生じる SN 比の変動と低減を抑制するデバイスの

実装に関する課題を解決し、空間光通信の通信品質の向上を図るため、送信機能に光情報

処理の分野で用いられてきた複製像の生成デバイスを複数ビーム生成素子として空間光通

信に適応することを提案し、実験による大気ゆらぎの影響の低減と数値計算による空間伝

搬損の低減を確かめた。また、今まで着目されていなかった距離の変化に注目し、距離に

対して距離変化の大きい通信における受信光の焦点位置の変動による SN 比の低下を抑制

し空間光通信の通信品質の向上を図るため、受信機能への焦点制御を提案し、数値計算と

実験による焦点制御の可能性を示した。さらに、主に機体揺れが原因の指向誤差が招く SN

比の低減を抑制し空間光通信の通信品質の向上を図るため、数値計算により指向誤差を考

慮した通信品質の推定を行った。 

これらの検討から、送信機能、受信機能、指向誤差に着目した 3 つの提案による空間光

通信の通信品質の向上の可能性が得られた。 

以下に本研究で得られた主要な結果について述べる。 

 

1. 大気ゆらぎの影響と空間伝搬損を低減するための複数ビーム生成素子を適応した送

信機能 

大気ゆらぎの影響により生じる SN 比の変動を抑制するデバイスとして送信機能

への適応を提案した複数ビーム生成素子は、従来のデバイスと比べ多重反射を起

こしにくく、時間や場所によって変わる大気ゆらぎの影響に応じて生成ビーム数

を制御でき、小型・軽量で同軸配置のため既存の光学系に挿入できるという優れ

た特徴を持っている。この複数ビーム生成素子を容易に設計するための手法を新

たに提案し、提案した設計法を用いて設計した空間光通信用複数ビーム生成素子

への𝑁 × 𝑁の開口アレイの挿入より4𝑁 × 4𝑁のビーム生成が可能で、生成ビーム数

を制御可能であることを数値計算により確認した。また、複数ビーム生成素子が
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生成したビームを屋外の 2点間の約 450 m伝搬させる実験を行い、1本から 2本の

伝送ビーム数の増加に伴い、受信光の確率密度分布の幅が小さくなり、大気ゆら

ぎにより生じた受信光の変動の抑制を確認した。 

この送信機能へ適応した複数ビーム生成素子は、大気ゆらぎの影響の低減に加え、

液晶フィルタの挿入し、メッシュフィルタの開口数を変更することで、移動体の

位置に応じてビーム拡がり角を制御し大気伝搬損を低減するデバイスとしても適

応できることを提案した。考えうるビーム拡がり角の制御法と比べ、機械的な駆

動部がなく、また、屈折率の変化の精密な制御も不要となる。数値計算により、

ビーム幅を約 2倍に制御可能で、空間伝搬損により生じる SN比の低減の可能性を

得た。 

 

2. 距離に伴う SN比の低減を抑制するための焦点制御を適応した受信機能 

距離に対して距離変化の大きい通信において、距離の変化に伴い受信光の焦点位

置の変動が生じることを数値計算により確かめた。また、数値計算を用い、焦点

制御機能の適応により、距離変化に伴う光ファイバに結合される受信ビームの結

合効率の低減が抑制でき、例えば距離が 30 mの場合、焦点制御により結合効率の

0.22 %から 91 %への大幅改善が確認された。焦点制御を行わない場合、結合効率

に加え、受信面での電力密度を考慮した総合効率を数値計算により求め、距離が

55 mで 1.5 dBもの減衰が確認され、提案する焦点制御の必要性が示された。さら

に、屋外の 2点間の約 450 mを伝搬した光ビームを焦点制御機能つまり可変焦点

レンズに入射させ、その光強度分布を CCDカメラで観察する実験を行った。可変

焦点レンズの焦点距離を変えながら強度分布を観察すると、CCD カメラの観察面

に可変焦点レンズの焦点が合っている場合、ビーム直径が最小となり、焦点が観

察面から離れるとビーム直径が大きくなり、焦点制御が確認できる。実験では可

変焦点レンズの焦点距離の変化に伴いビーム径が変化し、焦点距離が 239.9 mmの

時に最小のビーム径が得られ、実験により、大気ゆらぎの状況下での実環境にお

ける焦点制御が示された。 

 

3. 指向誤差に伴う SN比の低減を抑制するための通信品質の推定 

指向誤差が通信品質に与える影響を推定するため、指向誤差に対する BERについ
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て検討を行った。まず、伝搬ビームに対する大気ゆらぎの影響を考慮し、得られ

る受信器の受信電力と雑音電力から求めた SN 比を用い、指向誤差に対する BER

を算出する計算方法を見出した。この計算方法を用い、NRZ と RZ 信号による

BERが 10-6以下となる指向誤差の許容範囲(全角)の最大がそれぞれ 18.7、19.2 mrad、

最小は 5.10、6.70 mradとなることを示した。この数値計算により、送信器に求め

られる通信相手への指向誤差を補正する補正システムに要求される指向精度が明

らかとなり、指向誤差により生じる SN比の低減抑制の可能性が示された。 
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6.2. 将来の展望 

本研究での、空間光通信の実用化に貢献するため、光回線の通信品質の向上を目指した、

送信機能、受信機能、指向誤差におけるそれぞれの提案に関する基本的な理論的検討と実

証実験による検討の内容を踏まえ、更なる通信品質の向上を目指した将来の展望とそれを

実現するための検討内容を述べる。 

これまでの成果により、空間光通信の通信品質の低減の抑制を実現し、通信品質の向上

を図り、例えば、図 6-1 に示す遠隔操作による無人化施工の実現が期待できる。災害場所

や危険個所の無人のブルドーザなどの重機を遠隔から操縦するため、重機に設置した複数

のカメラからの動画を撮影する。同時に、作業現場を確認するため、UAV を飛行させ、上

空からも動画を撮影する。これらの膨大なデータを空間光通信により伝送する。重機との

通信において、地表に近いほど大気ゆらぎの影響の度合いが大きくなるため、デュプリケ

ート光学系を用い大気ゆらぎの影響の低減を図ると共に、空間伝搬損の低減を図る。UAV

との通信において、焦点制御により受信光の焦点の変動を低減し、同時に、通信品質の推

定を行い、適切な指向誤差の補正機能を選択する。 

例として挙げた図 6-1 のように、本研究の検討を踏まえ、通信品質の向上を図ることで、

空間光通信が Beyond 5Gと連携し、生活を支える通信技術となることが期待される。 

 

図 6-1 空間光通信を用いた遠隔操作による無人化施工 

操作室

災害場所、危険個所

無人
重機

無人
重機

UAV
空間光通信
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